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序     文 

 

ベトナム国では、年率 14％で増加する急激な電力需要に対応することが喫緊の課題となっており、

毎年 90～100 万 kW 級の電力供給設備の拡充が必要とされています。また、これら増加する一方の電

力設備に対応するための、最新設備の運転保守技術者及び既存設備の維持管理を行う技術者層の薄さ

は、設備整備におけるボトルネックとなっており、それを打開する中心的役割を担うコア・インスト

ラクターの養成が急務となっています。現在、ベトナム電力公社は、傘下の教育訓練機関における技

能教育と現場での技能訓練を通して電力技術者を養成していますが、有効な電力設備の保守・管理体

制を確立するような系統的な技術者の育成がなされているとはいいがたい状況にあります。かかる背

景をもとに、JICA は、ベトナム電力公社関連教育機関内唯一の電力短期大学において「電力技術者養

成プロジェクト」を開始し、充実した訓練設備及び効果的な指導方法により、中核的な電力技術者の

養成を行い、より実践的な電力設備の保守･管理体制の実現を目指しています。 

本報告書は、協力期間（2001 年３月～2006 年３月）の中間時点を迎えた本プロジェクトの活動実績、

カウンターパートへの技術移転の進捗状況や達成度に関して、PCM 手法に基づいた評価５項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から日本・ベトナム国双方で中間評価を行い、

プロジェクト後半の活動について協議した結果を取りまとめたものです。 

本報告書が今後のプロジェクトの展開や類似案件の実施に広く活用されることを願うとともに、本

調査団の派遣に対してご協力いただいた外務省、経済産業省など内外関係機関の方々に深甚の謝意を

表すとともに、あわせて引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 16 年５月 

 

独立行政法人国際協力機構   

経済開発部長 佐々木 弘世  
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PM Project Manager プロジェクト・マネージャー 
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R/D Record of Discussions 討議議事録 
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第１章 中間評価の概要 
 

１－１ プロジェクト要請背景 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム国」と記す）では、年率 14％で増加する急激な電力需

要に対応することが喫緊の課題となっており、毎年 90～100 万 kW 級の電力供給設備の拡充が必要と

されている。また、これら増加する一方の電力設備に対応するための、高度運転保守技術者及び既存

設備の維持管理を行う技術者層の薄さは、設備整備におけるボトルネックとなっており、それを打開

する中心的役割を担うコアインストラクターの養成が急務となっている。現在、ベトナム電力公社

（Electricity of Vietnam：EVN）は、傘下の教育訓練機関における技能教育と現場での技能訓練を通し

て電力技術者を養成しているが、有効な電力設備の保守・管理体制を確立するような系統的な技術者

の育成がなされているとはいいがたい状況にある。かかる背景をもとに、JICA は、EVN 関連教育機

関内唯一の電力短期大学である Electrical Power College（EPC）において「電力技術者養成プロジェク

ト」を開始し、充実した訓練設備及び効果的な指導方法により、中核的な電力技術者の養成を行い、

より実践的な電力設備の保守･管理体制の実現を目指してきた。 

 

１－２ 調査団派遣目的 

本プロジェクトは、協力期間５年（2001 年～2006 年）のうち３年が経過した。これまで、ベトナム

国に適した研修コースの設定のために現状調査およびテキスト作成およびカウンターパート

（Counterpart：C/P）への技術移転が進められ、2004 年４月からは C/P によるベトナム国の技術者を

対象とした研修コースが順次開講される予定となっている。また、ベトナム国では国営企業改革が進

められており、その一環として EVN の分割化が検討されているが、JICA ではこのことがプロジェク

ト実施機関である EVN の下部組織 EPC に及ぼす影響と分割を考慮した将来の EPC の役割と責任につ

いての在外基礎調査を現在進めている。 

今般、プロジェクト期間の中盤を過ぎ、具体的な研修コースが始まる時点で中間評価を行い、在外

基礎調査の結果を踏まえた将来のEPCの機能も考慮して今後のプロジェクトの進め方およびプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の改訂、更には上位目標の達成と密接

に関係するプロジェクト終了後の自立発展について協議するために、運営指導調査を実施する。 

 

１－３ 評価者の構成 

 １－３－１ 日本側 

 （１）調査団 

村上 雄祐 団長／総括 JICA 経済開発部第二グループ電力チーム 

福瀬 康裕 技術協力計画 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 

林  正則 電力技術 社団法人海外電力調査会電力国際協力センター業務部 

轟  由紀 評価分析 グローバルリンク マネージメント株式会社社会開発部 

足立 倫海 運営管理 JICA 経済開発部第二グループ資源・省エネルギーチーム 

 

 （２）JICA ベトナム事務所 

井崎 宏 次 長 

西宮 康二 企画調整員 



－2－ 

 （３）プロジェクト専門家 

大石 和人 チーフアドバイザー 

土井 正昭 業務調整員 

渡辺 博孝 水力発電技術 

須田 真充 火力発電技術 

高橋 正則 送電技術 

今川 浩 変電技術 

牧  賢治 配電技術 

 

 １－３－２ ベトナム国側 

Mr. Tran Minh Huan Director General of International Cooperation Dept., MOI 
Ms. Nguyen Phuong Mai Expert of International Cooperation Dept., MOI 
Mr. Pham Minh Hung Expert of Industrial Dept., MPI 
Mr. Lam Du Son Vice President, EVN 

Ms. Le Thi Minh Thu Deputy Director of Organization, Personnel & Training Dept., 
EVN 

Mr. Tran Tuan Dzung Deputy Director of International Cooperation Dept., EVN 

Mr. Ho Anh Dung Expert of Safety Dept., EVN 

Mr. Pham Vu Toan Expert of Organization, Personnel & Training Dept., EVN 

Ms. Phan Thi Hong Hanh Expert of Organization, Personnel & Training Dept., EVN 

Ms. Cao Thu Ha Expert of Planning., EVN 

Ms. Nguyen Hoang Dieu Huong Expert of Financial & Accounting Dept., EVN 
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１－４ 評価調査日程 

 2004 年４月 11 日（日）～４月 28 日（水）まで。 

日順 月 日 曜日 行       程 宿泊地

   PCM コンサルタント その他団員  

１ ４月 11 日 日 
成田 11:00→ハノイ 14:40 

（JL5135） 

ハノイ

２ ４月 12 日 月 

JICA ベトナム事務所 

プロジェクト専門家と打合せ 

中間評価説明 

〃 

３ ４月 13 日 火 専門家へのインタビュー 〃 

４ ４月 14 日 水 
専門家および C/P へのインタ

ビュー 

〃 

５ ４月 15 日 木 
専門家および C/P へのインタ

ビュー 

〃 

６ ４月 16 日 金 
専門家および C/P へのインタ

ビュー 

〃 

７ ４月 17 日 土 調査結果取りまとめ 

 

〃 

８ ４月 18 日 日 
資料整理 成 田 11:00 → ハ ノ イ 14:40 

（JL5135） 

〃 

９ ４月 19 日 月 

JICA ベトナム事務所 

在ハノイ日本国大使館表敬 

EVN との協議 

MOI との協議 

〃 

10 ４月 20 日 火 
専門家および C/P と打合せ 

SOC SON 分校視察 

〃 

11 ４月 21 日 水 

火力発電研修コース見学 

専門家および C/P と打合せ 

プロジェクトマネージャーとの打合せ 

人事訓練局副局長との打合せ 

〃 

12 ４月 22 日 木 関係者との打合せ 〃 

13 ４月 23 日 金 
専門家および C/P、関係者との打合せ 

（JCC に向けた Preparation Meeting） 

〃 

14 ４月 24 日 土 資料整理 〃 

15 ４月 25 日 日 M/M 案作成 〃 

16 ４月 26 日 月 
合同調整委員会（JCC） 

M/M 署名 

〃 

17 ４月 27 日 火 
JICA ベトナム事務所報告 

在ハノイ日本国大使館報告 

〃 

18 ４月 28 日 水 
ハノイ 11：05→香港 13：35（CX790） 

香港 15：05→成田 20：20（CX500） 
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１－５ 主要面談者 

（１）ベトナム側 

  １）ベトナム電力公社（Electiricity of Vietnam：EVN） 

Mr. Lam Du Son Vice President, Electricity of Vietnam 

Ms. Le Thi Minh Thu Deputy Director of Organization, Personnel & Training Dept., 
EVN 

Mr. Pham Vu Toan Expert of Organization, Personnel & Training Dept., EVN 

Mr. Cao Dat Khoa Expert of Organization, Personnel & Training Dept., EVN 

  ２）電力短期大学（Electric Power College：EPC） 

Dr. Dam Xuan Hiep  Project Manager 
Ms. Nguyen Viet Ha  Project Coordinator 
Mr. Nguyen Duc Hai  Counterpart of Hydropower field 
Mr. Vu Hoang Giang  Counterpart of Hydropower field 
Mr. Nguyen Xuan Dao  Counterpart of Hydropower field 
Mr. Hoang Van Minh  Counterpart of Hydropower field 
Mr. Nguyen Ngoc Tuan  Counterpart of Thermal Power field 
Mr. Le Quang Hung  Counterpart of Thermal Power field 
Mr. Pham Cao Thang  Counterpart of Thermal Power field 
Mr. Nguyen An Dong  Counterpart of Thermal Power field 
Mr. Dinh Duy Phong  Counterpart of Transmission Line field 
Mr. Nguyen Sy Chuong  Counterpart of Transformation field 
Mr. Nguyen Truong Giang Counterpart of Transformation field 
Mr. Bui Bao Hung  Counterpart of Distribution field 
Mr. Pham Anh Tuan  Counterpart of Distribution field 

  ３）工業省（Ministry of Industry：MOI） 

Mr. Tran Minh Huan  Director General of International Cooperation Dept., MOI 
Ms. Nguyen Phuong Mai Expert of International Cooperation Dept., MOI 

 

（２）日本側 

  １）在ハノイ日本国大使館 

菊森 佳幹 一等書記官 

吉澤 隆 二等書記官 

  ２）JICA ベトナム事務所 

菊地 文夫 所 長 

井崎 宏 次 長 

西宮 康二 企画調整員 

小森 克俊 職 員 

  ３）プロジェクト専門家 

大石 和人 チーフアドバイザー 

土井 正昭 業務調整員 
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渡辺 博孝 水力発電技術 

須田 真充 火力発電技術 

高橋 正則 送電技術 

今川 浩 変電技術 

牧  賢治 配電技術 

 

１－６ 評価項目・評価方法 

本評価では、『改訂版 JICA 事業評価ガイドライン』に沿って、①プロジェクトの当初計画、②現時

点での計画達成状況および達成のための課題を確認し、③評価５項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）に基づき評価を行った。これらの結果を踏まえ、プロジェクトの今後のより

効果的な実施のために、いくつかの対処案を合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で

協議し、協議議事録（ミニッツ）（Minutes of Meeting：M/M）を締結した。 

具体的な調査方法は、以下のとおりである。まずは、プロジェクトの計画概要であるプロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を見直した。そして、同 PDM に基づき調査

項目を設定し、それぞれの項目に対する情報収集・分析を実施した。なお、調査結果については第２

章に後述する。 

 

 １－６－１ PDM の見直し 

今般の評価計画立案にあたり、評価の枠組みとなる PDM を見直した。 

 （１）現行 PDM の改善すべき点 

現行 PDM（以下、PDM-0 と記す。付属資料２参照）は、討議議事録（Record of Discussions：
R/D）に添付されたもので、プロジェクト開始当初よりモニタリングのベースとして利用され

ていた。しかしながら、PDM-0 には、①「指標」が不明確で客観的なプロジェクト評価が実施

できない、②「プロジェクト目標」達成のために「外部条件」「成果（アウトプット）1」「活動」

を見直す必要がある、といった改善すべき点が見受けられた。 

 

 （２）PDM 改訂案に基づく PDM-1 の作成 

上記を踏まえて調査団が準備した「PDM 改訂案（付属資料３を参照）」につき、現地調査中

にプロジェクト関係者と協議が重ねられた。その結果、今後のプロジェクト実施の基本枠組み

となる PDM-1 が作成された（付属資料４を参照）。PDM-0 から PDM-1 への改訂内容は、第２

章にて説明する。なお、本中間評価は、PDM-1 を基本に実施された（ただし、新たに追加され

た「成果６」は評価対象より除く）。 

 

 １－６－２ 調査項目の設定 

「実施プロセス」「プロジェクト実績（投入、活動、成果、プロジェクト目標達成度）」「評価５項

目」について、それぞれ調査項目を設定した。本中間評価で特に重要な調査項目は次のとおりであ

る。 

これまで課題として報告されてきた「C/P の数・能力」の現状を中心に、プロジェクトの直面す

                                                  
1 『改訂版 JICA 事業評価ガイドライン（2004 年２月）』では、PDM の「成果」を「アウトプット」と用語変更することが定められて

いるが、本調査では従来どおり「成果」という用語を採用する。 
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る課題を洗い出す。 

プロジェクトの進捗・達成状況を確認し、終了時（２年後）までに、「プロジェクト目標が達成可

能か」「終了後の持続発展性が確保される見込みか」を確認する。 

前記（１）の①②の課題に対する対処案を、関係者より聴取する。 

詳細な調査項目と、各項目に対する情報収集方法を取りまとめた「評価グリッド」は付属資料５

のとおりであるが、表１－１には、その概要として主な調査項目を示す。 

 

表１－１ 主な調査項目 

大項目 中項目 調査項目 

0-1 活動の進捗状況 プロジェクト進捗状況、モニタリング状況 
0-2 実施上の課題とこれまで

の取り組み 

左記のとおり（プロジェクト全体、技術分野ご

との課題） 
0-3 実施体制と関係部署間の

連携状況 

左記のとおり 

0-4 C/P の業務遂行状況 C/P の数や能力の適切性、コミュニケーション、

積極性 
0-5 相手国実施機関の主体性 EVN および EPC のプロジェクトに対するオー

ナーシップ、過去２回の運営指導調査提言への

対応状況 
0-6 投入実績 ベトナム国側および日本側の投入実績 
0-7 活動実績 各成果を達成するための活動実績 
0-8 各成果の達成状況 成果０～５の達成状況 
0-9 プロジェクト目標達成度

（見込み） 

「EPC が電力５技術分野の運転・保守に係る体

系的な知見をもった現場技術者を持続的に養

成できる」度合い 
（「受講者の習得内容の現場での活用度」で測る）

０．実施プロセス

／プロジェクト

実績 

 

プロジェクトの

実施における課

題は何か 

 

プロジェクトは

何を達成したか

（する見込みか） 

0-10 上位目標の達成度 

（見込み） 

開発された研修の拡大・発展の見込み 
現場技術者の運転保守能力向上の見込み 

1-1 ベトナムの電力セクター

における本プロジェクト

の必要性 

ベトナム国の電力セクター開発における現場

技術者育成政策との適合性、ターゲット・グル

ープ（研修受講者）のニーズとの適合性 
1-2 日本の開発援助政策との

適合性 

日本の国別援助計画 
 

１．妥当性 

プロジェクト実

施の正当性、必要

性はあるか 

1-3 プロジェクトの計画内容

やアプローチの適切性 

プロジェクト・サイト（EPC）の適切性、相手

国の人材育成政策・体制（プロジェクトの枠組

み）に係る準備状況 
2-1 プロジェクト目標の達成

度合い 

上記 0-9 に同じ ２．有効性 

プロジェクト目

標は達成される

見込みか 

2-2 阻害・促進要因、成果・

外部条件との因果関係 

促進・阻害要因の確認、新たに追加すべき「成

果」「活動」の確認 

3-1 「投入」の適正度 C/P の配置、供与施設、プロジェクト運営費の

適正度、C/P の業務管理体制 

専門家派遣、研修員受入れ、供与機材の適正度

3-2 「成果」の達成度 上記 0-8 に同じ 

３．効率性 

プロジェクトは

効率的に実施さ

れているか 

 3-3 プロジェクトの支援体制 JICA 事務所・本部、国内委員会の支援状況、

合同調整委員会の有用性 
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4-1 上位目標達成の見込み 上記 0-10 に同じ 

4-2 他のプラスのインパクト プラスの波及効果の事例 

４．インパクト 

プロジェクトの

長期的、波及的効

果はあるか 
4-3 マイナスのインパクト マイナスの波及効果の有無確認 

5-1 組織的自立発展性 プロジェクトの継続実施体制、電力セクター分

割化における EPC の今後の位置づけ 
5-2 財政的自立発展性 EVN の研修予算の確保（特に分割後の資金出

所の確認） 
5-3 技術的自立発展性 コア・インストラクタへの技術移転度とその定

着度、コア・インストラクタの増員計画、機材

維持管理能力 

５．自立発展性 

JICA の協力終了

後、その効果は持

続するか 

5-4 自立発展性の阻害・促進

要因 

左記のとおり 

 

 １－６－３ 情報の収集と分析 

前述の調査項目について、以下の方法に基づき情報を収集した。本調査では、特に C/P の抱える

課題を洗い出すことに注力し、質問票に基づく個別インタビューを実施した。その結果は定量・定

性的に分析され、関係者間で共有された（付属資料１．ミニッツ ANNEX9 参照）。 

 

 （１）文献資料調査 

    R/D、半期報告書、専門家帰国報告書、在外基礎調査結果（中間成果物）、事前調査報告書、

短期調査報告書、運営指導調査報告書、その他プロジェクト資料。 

 

 （２）質問票に基づくインタビュー調査 

   １）質問票に基づく C/P への個別インタビュー（計 16 名） 

   ２）在任中の長期専門家（チーフ・アドバイザー、各分野専門家）に対する質問票調査と個別

インタビュー（計６名）（回答集計結果は付属資料６参照）。 

 

 （３）質問票に基づかないインタビュー調査 

   １）個別 

     プロジェクト・マネージャー、EVN 副総裁および人事訓練局副部長、MOI 担当者、JICA
事務所担当者。 

   ２）グループ 

     各技術分野の C/P と長期専門家。 

 

 （４）直接観察 

    研修コース視察、開発された研修教材の閲覧、調達された資機材の視察。 
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 １－６－４ 評価説明会の開催 

現地調査の初日に、C/P、長期専門家、関係機関代表者を対象に評価説明会を開催し、中間評価

調査の目的、評価手法や PDM の説明を行った。この場で、中間評価に対する認識を関係者間で共

有したこと、C/P に対して質問票回答を匿名厳守する旨説明したことが、その後のスムーズで有意

義な調査実施につながった。 

 

 １－６－５ 結論の導出および報告 

本評価調査の分析結果をもとに、ベトナム国側および日本側関係者と協議を行い、その結果をミ

ニッツ（付属資料１）として取りまとめ、署名・交換した。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

 ２－１－１ ベトナム国側の投入実績 

 （１）C/P、その他人員 

    C/P の配置人数を表２－１に示す。 

 

表２－１ C/P の配置状況 

分野 C/P の数 EPC 所属 
関係会社

所属 
EVN 

本部所属 

火力 4 (3) 1 (1) 3 (2) -- 

配電 4 (3) 2 (2) 1 (1) 1 (0) 

変電 4 (3) 3 (3) 1 (0) -- 

水力 5 (3) 3 (3) 1 (0) 1 (0) 

送電 3 (2) 2 (2) 1 (0) -- 

計 20 (14) 11 (11) 7 (3) 2 (0) 

注：（ ）内はフルタイムの C/P 数 

 

    C/P の人数および質について詳細は後述するが、人数および経験について十分とはいえない

状況である。C/P のプロジェクトに取り組む姿勢は「総じて真摯である」との回答が専門家の

質問票より得られている。また、当初 C/P の英語力が不十分と判断され、EVN 本部に対して英

語教育を施すよう要請された（第一回運営指導調査時）。これを受けて EVN 本部では、延べ 13

名の C/P の英語学校費用を負担し、その結果、C/P の英語能力に一定の向上がみられる（ただ

し、議論になると秘書などによるベトナム訳が必要）。 

    その他人員は、プロジェクト・マネージャー（EPC 校長）およびプロジェクト調整員１名、

秘書１名（ただし費用は日本側）である。人員の配置時期については、付属資料１．ミニッツ

の ANNEX7 を参照されたい。 

 

 （２）プロジェクト実施に必要な経費と施設 

    本プロジェクトでは、ベトナム国側の負担経費は R/D の費用分担に基づき毎回滞りなく支出

されている。2004 年３月末までの過去３年間の総計は 31 億 400 万ドンであり、その内訳は C/P
の給与、研修実施に必要な経費（参加者の交通費や日当）、上記の英語研修費などを含む（ミニ

ッツ ANNEX5 を参照）。また、施設については EPC の全面的な協力を得て良好な業務環境が得

られている。 

 

 ２－１－２ 日本側の投入実績 

 （１）専門家の派遣 

    長期専門家については、延べ 14 名派遣されており、その内訳はプロジェクトの前半と後半に

各技術分野で１名ずつ、チーフ・アドバイザー（１名）、業務調整員（１名）の計７名である（派

遣時期は、ミニッツの ANNEX7 を参照）。チーフ・アドバイザーについては、第一派遣者の療
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養帰国と任期短縮により、約半年の不在期間（プロジェクト２年目）が生じた。また、火力分

野については網羅する範囲が広く、１名で運転・保守の双方を担当することはかなり厳しい状

況にあるが、短期専門家の派遣でそれを補っている。ちなみに、長期専門家の中には、日本の

電力５分野の研修を一度に導入したことに対する疑問の声もあり、火力分野など要請ニーズの

高い分野から実施するほうがより効果的だったのでは、という意見もある。 

    短期専門家については、これまで延べ 17 名（火力５名、配電３名、変電２名、水力３名、送

電４名）が派遣されており、特定の専門分野に係る教材の作成や講義／ワークショップを実施

している（詳細は、ミニッツ ANNEX12 を参照）。一部の短期専門家については、EVN 本部よ

り、経験不足と教材提出遅延が指摘された。JCC では、今後、日本側が短期専門家の選定を十

分に検討すること、教材提出の期限を厳守すること、が合意された。 

    C/P へのインタビューによると、日本人専門家に対する評価は高い。電力技術のみならず、

真摯な業務姿勢や、マネジメント手法〔データ・マネジメント、Plan-Do-Check-Action Cycle
（PDCA Cycle）の考え方〕など、専門家から学ぶところが多いとしている。 

 

 （２）研修員の受入れ（C/P 研修） 

    日本での C/P 研修は、これまで計 12 名を受け入れた（ミニッツ ANNEX10 を参照）。研修内

容は、「日本の運転保守技術」および「人材育成方法」である。派遣された C/P へのインタビュ

ーによると、研修の有用性を高く評価している。長期専門家への質問票回答にも、C/P 研修に

よって、「C/P のプロジェクトへの意欲が向上した」「教材作成にあたり共通認識を得られるよ

うになった」との意見が多い。 

 

 （３）資機材の供与 

    ほぼすべての資機材が双方の合意に基づき調達され、その総額は計約２億 2000 万円である

（ミニッツ ANNEX14 を参照）2 。その内訳は、各技術分野の講義に用いるシミュレーターや

ソフトウェア、実技訓練に用いる装置、車両、機械工具などである。また、教材作成のリファ

レンスとして購入された書籍や CD（英語、ベトナム語）が計 2,037 部に上る。 

    なお、調達機材のうち、火力のシミュレーター（１億 3000 万円相当）については、今後の位

置づけを注視する必要がある。同シミュレーターは、コンバインドサイクル仕様であるが、EPC
の位置するベトナム北部は石炭が産出されるため、石炭火力発電が中心であり、コンバインド

サイクル発電は存在しない。他方、南部はコンバインドサイクル発電が中心であるが、フーミ

ー発電所には予備機が設置されており実機に近い訓練が可能である。ただし、調達されたシミ

ュレーターはパソコンを利用したものであり、研修用としての使い勝手は良いため、コンバイ

ンドサイクル発電の知識導入には有用である。プロジェクト終了後には、EPC に設置し続ける

か否か（南部へ移設するか）という判断も含め、最も有効な活用方法を検討する必要がある。 

 

２－２ 成果達成状況と活動実績 

 ２－２－１ 成果０ 

  以下、各「指標」の現状や「活動」の実績に基づき、PDM-1 の「成果０～５」の達成状況を示す。

なお、関係者からの意見に基づき、各「成果」を達成するための今後の「対処策」についても記載

                                                  
2 ２億 500 万円、10 万 6,000US ドル、7,600 万ドンの総計を、2004 年５月 16 日換算レートで日本円に換算した金額。 
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する。 

 

成果０．プロジェクト実施体制が確立する。 

 

＜達成状況＞ 

C/P の数と現場経験の不足から、実施体制は業務遂行に十分とはいえない。 

 

＜指標＞ 

0-1 C/P と日本人専門家の配置状況 

0-2 C/P の能力や経験 

0-3 プロジェクトの実施体制 

 

＜活動＞ 

0-1 日本人専門家（チーフアドバイザー、５技術分野の専門家、業務調整員）をプロジェクトに

配置する。 

0-2 資格要件を満たすカウンターパートとサポーティングスタッフをプロジェクトに配置する。 

0-3 業務分掌を作成し双方から承認を受ける。 

0-4 プロジェクト実施計画を策定し、双方から承認を受ける。 

 

 （１）成果０の「指標」の現状 

    上記３指標については、既に説明済み。 

 

 （２）成果０に係る「活動」実績 

    （手続きに関する活動であるため、説明は省略。） 

 

 （３）成果０達成のための対処策 

    実施体制強化のために、①現場経験のある C/P の追加、および②現場との更なる連携（必要

に応じて必要な人材の協力を得られる体制）が不可欠である。 
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 ２－２－２ 成果１ 

成果１．EPC において教育訓練カリキュラムが開発される。 

 

＜達成状況＞ 

全 55 コースの研修が開発され、大枠において、それらのニーズがベトナム国側に認められた。

 

＜指標＞ 

1-1 開発された研修コースの数と内容 

1-2 開発された研修コースがベトナムのニーズ（運転保守の実情・将来図）に適合する度合い 

 

＜活動＞ 

1-1 電力５技術分野（火力、配電、変電、水力、送電）の運転保守に関する現状・水準・教育体

系・課題などを把握し分析する。 

1-2 既存の技術者を対象とした教育訓練とその関連政策を把握し、分析する。 

1-3 既存の技術資格認定制度を評価分析する。 

1-4 技術者養成のための個別教育訓練の優先度と水準目標を把握し分析する。 

1-5 電力５技術分野の近代的な運転保守に関するカリキュラムを開発する。 

 

 （１）成果１の「指標」の現状 

   １）指標 1-1 

     ベトナム国と日本側双方で合意されたカリキュラムに基づき、55 コースの研修コースが開

発された（コース内容はミニッツ ANNEX13 を参照）。 

   ２）指標 1-2 

ニーズ適合度は、今後コース受講者へのアンケート調査で確認されるが、前述の 2004 年４

月８～９日のワークショップでは、大枠において研修ニーズがベトナム国側に認められた（表

２－２参照）。 

 

表２－２ 各分野の研修コース 

 コース数 ニーズ適合度合い 

火力 21 基礎レベルのニーズに合致 

配電  8 将来の新技術導入というニーズに合致 

変電  7 ニーズに合致しているが、カリキュラムの再構成が必要 

水力 12 ニーズに合致（特に CBT を用いた研修） 

送電  7 ニーズに合致（現場の理解高い） 

計 55 全体としてニーズに合致 

 

 （２）成果１に係る「活動」実績 

   １）プロジェクト開始から１年半で、カリキュラム開発に必要な現状調査が実施され、2002 年

に各技術分野の“Activity Report”として取りまとめられた。同調査では、ベトナム電力セク

ターの運転・保守に係る「現状」「教育体系と技術資格認定制度」「研修ニーズ」などが調査

された。体系だった人材育成がなされていないことや、関係会社（現場）からの情報入手が

困難であったことなどから、調査は難航したものの、研修ニーズの概略を把握することはで
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きた（活動 1-1～1-4）。 

   ２）プロジェクト２年目（2002 年）の後半で、上記調査および日本の職場外訓練（Off-the-Job 
Training：Off-JT）研修内容をもとに、カリキュラムを開発した（活動 1-5）。 

   ３）上記カリキュラムに基づき、全体で 55 の研修コースが開発された（活動 1-5）。これらコ

ースにつき、主要関係者 150 名の参加を得た 2004 年４月８～９日のワークショップで、説明

と意見交換が行われた。 

 

 （３）成果１達成のための対処策 

    プロジェクトでは各研修コースにつき一枚紙の摘要を作成済みであるが、EVN 本部（人事訓

練局）の要求に基づき、さらに詳細なコース内容を提示する必要がある。また、EVN 本部は、

各コースの関係性（コースをどのように組み合わせて受講するべきか）や各技術分野間の関連

についても、プロジェクトに説明を求めている。 

 

 ２－２－３ 成果２ 

成果２．EPC において教材が開発される。 

 

＜達成状況＞ 

開発された研修コースの約半数に対して、ベトナム語教材が作成済みである。教材の内容につい

ては、2006 年３月までの残りのプロジェクト期間を通じて、改善（ベトナム国の実情に適合）し

続ける必要がある。 

 

＜指標＞ 

2-1 開発されたベトナム語の教材の数と内容 

2-2 開発されたベトナム語の教材が、ベトナムのニーズ（運転保守の実情・将来図）に適合する

度合い 

 

＜開発＞ 

2-1 一般教員が現在使用している近代的な電力５技術分野の運転・保守のための教材を把握し、

分析する。 

2-2 カウンターパートが提供された書籍資料を使用して電力５技術分野についての近代的な知識

を得る。 

2-3 日本からの派遣専門家が提供した知識を、ベトナムの文化的コンテクストに適合させ、議論

して向上させるための打ち合わせを、ワークショップやスタンディング・ワーキング・グル

ープを通じて定期的に開催する。 

2-4 電力５技術分野に関する近代的な運転・保守のための教材を開発する。 

 

 （１）成果２の「指標」の現状 

   １）指標 2-1 

     55 の研修コースのうち、現時点で 24 コースにつき、ベトナム語教材を作成済みである（ベ

トナム語教材の元となる英語教材は、39 コースで作成済み）。特に、変電分野では進捗が遅

れているが、今後コース数を減少することなく進められる見込みとのこと（表２－３参照）。 
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表２－３ 各分野の教材開発状況 

分野 コース数 うちベトム語 

教材準備済の数

うち英語教材 

準備済の数 

火力 21  8 17 

配電  8  4  6 

変電  7  1  2 

水力 12  7  7 

送電  7  4  7 

計 55 24 39 

注：（ ）内はフルタイムの C/P 数 

 

   ２）指標 2-2 

     教材のニーズ適合度は、今後コース受講者へのアンケート調査で確認される予定である。 

 

 （２）成果２に係る「活動」実績 

   １）前述の現状調査にて、既存の教材の収集・調査が実施されたが、体系的な教材は存在しな

いことが判明した（活動 2-1）。 

   ２）日本人専門家と C/P は協力して、必要情報を得つつ教材を作成してきた（活動 2-2、2-4）。 

   ３）教材内容をベトナム国の実情に適合させるため、短期専門家によるワークショップ（11 回）

に約 100 名の現場技術者の参加を得て現場の意見をコース内容や教材作成に取り込んできた

（表２－４）。このうち、６つのワークショップでアンケートを実施しており、これによると、

参加者は研修内容が現場の運転・保守に有用であると回答している（集計結果によると、８

割以上が「有用性」や「難易度の適切性」につき肯定的に回答）（活動 2-3）。 

 

 （３）成果２達成のための対処策 

    研修教材のベトナム国適合化は、現場経験の少ない C/P のみでは不可能である。このため、

現場ベテラン技術者の参加を得て 55 コースを実施し、彼らの意見を取り込みつつ、教材内容を

改善していく予定である〔プロジェクト終了時には、改訂版の教材（Version 2.）を完成予定〕。 

    送電分野では、現在 EVN 本部で承認手続き中の「スタンディング・ワーキング・グループ」

の早期設立が望まれる〔同グループで教材開発のための活発な意見交換がなされる見込み〕。 

    ベテラン現場技術者による教材作成参加についても、今後とも検討の余地がある。 
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表２－４ ワークショップの実施状況 

 
開催数 

現場技術者

の参加人数 

アンケート

実施数 
アンケートの主要意見 

火力  4 29 1 参加技術者が所属発電所の経験を語り合うこと

で互いに学ぶことができ、各々のボイラーの保

守業務に役立てることができる。 

意見交換によって、充実した教材を作ることが

可能。（アンケートでも、加除修正箇所につき具

体的に質問し、有用なコメントを得ている。他

分野も同様。） 

配電  1 － － － 

変電  1 15 － － 

水力  2 14 2 CBT は教師の教材として、また現場における教

育ツールとして有効（CBT 納入時）。 

講義内容は有用だが、ベトナム国の技術基準に

適合しない部分もある（設備診断技術）。 

送電  3 40 3 設計と建設の知識は、よりよい保守業務のため

に大変有用。 

教材は日本の例に則した内容であったが、ベト

ナム国への適合化が必要。 

計 11 98 6  

 

 ２－２－４ 成果３ 

成果３．電力５技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクタが養成される。 

 

＜達成状況＞ 

C/P の能力はプロジェクト開始から３年間で向上が認められるものの、「現場経験を有する C/P
の追加」や「C/P のティーチング・スキルおよび研修計画能力の向上」が「成果３」の達成に不可

欠である。 

 

＜指標＞ 

3-1 養成された全てのコア・インストラクタが、開発された研修コース（ベトナム語を使用）を

単独で実施できる。 

3-2 養成された全てのコア・インストラクタが、研修コースを評価し、改善できる。 

 

＜活動＞ 

3-1 カウンターパートが現在採用している電力５技術分野の運転・保守のための教育訓練方法を

把握し分析する。 

3-2 日本でカウンターパート研修を実施する。 

3-2 カウンターパートが提供された書籍資料を使用して知識を得る。 

3-2 関係会社での OJT を実施する。 

3-2 ベトナム固有の環境に適応するように（ベトナム側が主体となって）教授法等に関する勉強

会を定期的に開く。 
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 （１）成果３の「指標」の現状 

   １）指標 3-1 

     今後、C/P は研修コースを実施しつつ、「研修実施能力」を身につけていく。ただし、現時

点では、現場経験や準備時間の不足から、半数近くの C/P が研修コースの実施に不安を感じ

ている。また、日本人専門家も、現時点では C/P の多くがコア・インストラクタとなるには

能力が不十分としている。他方、C/P の能力には一定の向上がみられ、研修内容に対する自

発的な提案を行う、業務処理能力が向上する、といった変化が現れている。なお、専門家は、

プロジェクト期間中にすべてのフルタイム C/P をコア・インストラクタとして養成する意向

である。 

   ２）指標 3-2 

     今後、C/P は研修コースを実施しつつ、参加者の意見を取り込み、教材を改善する力を身

につけることになっている。（「改訂版教材の完成」をもって、指標 3-2 の達成とする）。 

 

 （２）成果３に係る「活動」実績 

   １）EPC の教員が既に採用している教育訓練方法を調査したが、そもそも体系的な方法が存在

しないことが判明した（活動 3-1）。 

   ２）日本での C/P 研修は、既述のとおり、C/P の養成に有用であった（活動 3-2）。 

   ３）C/P は専門家が準備する資料やインターネットを通じて、技術知識を得ている。調達され

た書籍資料は、リファレンスとして利用されている（活動 3-3）。 

   ４）現場経験の不足を補うべく、既に延べ 11 名の C/P に対して関係会社での実地（職場内）訓

練（On-the-Job Training：OJT）を実施した（ミニッツ ANNEX11 参照）。インタビューした９

名のうち、７名は「非常に有用」と回答しているが、残りの２名からは、「より体系的な OJT
プランが必要」との提案があった（活動 3-4）。 

   ５）C/P のティーチング・スキルの向上は今後の課題である（活動 3-5）。なお、水力・送電・

変電分野では、2004 年２月に、カンボジア技術者に対する講義を C/P が実施し、彼らの自信

醸成につながった。 

 

 （３）成果３達成のための対処策 

    現場経験を有する C/P の追加が、「成果３」の達成のために不可欠である。 

    技術力のみならず、コア・インストラクタに求められる能力として、「ティーチング・スキル」

や「研修計画能力（いかに現場の意見を反映しコース内容を改善するか、いかに現場からの協

力を取り込んでいくか）」がある。このような能力を今後高めていくことが、コア・インストラ

クタの強みとなる。 

    指標 3-1 の「指標データ入手手段」として、C/P および専門家双方による「講義実施チェッ

クリスト」をプロジェクトで作成予定である。講義実施のポイントを、あらかじめ認識するこ

とで、ティーチング・スキルの向上にもつながると考える。 
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 ２－２－５ 成果４ 

成果４．コア・インストラクタによって、運転保守に関する体系的な Off-JT 研修コースが実施さ

れる。 

 

＜達成状況＞ 

55 コースが 2006 年３月までのあと２年間で１回ずつ実施される予定であり、その１コース目が

現場ベテラン技術者の参加を得て４月 19 日に開講した。コース実施には、今後とも現場技術者の

協力が不可欠である。 

 

＜指標＞ 

4-1 プロジェクト期間中の研修受講者数（目標約 500 名） 

4-2 プロジェクト期間中の研修実施回数（目標 55 回） 

4-3 研修受講者の研修に対する満足度 

 

＜活動＞ 

4-1 電力５技術分野の近代的な運転・保守のための教育訓練を、日本人専門家の支援と経験を有す

る現場技術者の参加を得て実施する。 

4-2 研修コースを評価する。 

4-3 研修コースを改善する。 

 

 （１）成果４の「指標」の現状 

   １）指標 4-2 

     2006 年３月までの２年間で 55 の研修コース（各１～２週間）を１回ずつ実施予定であり、

その実施計画は表２－５のとおりである（詳細はミニッツ ANNEX13 を参照）。このうち、先

陣を切って、火力分野の１コースが 2004 年４月 19 日～23 日に実施された。なお、2005 年（１

～12 月）は 40 ものコースが予定されており、その後の教材改善の期間も必要であることを

鑑みると、かなりタイトなスケジュールである。今般調査で、プロジェクト側にコース数の

削減を打診したが、「将来のプログラムデザインを踏まえたうえで、プロジェクト実施期間中

に開発すべきコースを厳選しており、下方修正は避けたい」という回答であった。 

 

表２－５ 研修コース実施計画 

 
コース数 

2004 年 

実施数 

2005 年 

実施数 

火力 21  5 16 

配電  8  1  7 

変電  7  2  5 

水力 12  5  7 

送電  7  2  5 

計 55 15 40 
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   ２）指標 4-1 および 4-3 

     今後、各研修コースを実施する際に「指標」を入手していく。 

 

 （２）成果４に係る「活動」実績 

    （コース開講直後につき、省略） 

 

 （３）成果４達成のための対処策 

    目標の 55 コースを達成するために、スケジュール管理の強化が望まれる。 

    EVN 本部および関係会社の協力を得て、ベテラン現場技術者の各研修コースへの参加を確実

とすることが不可欠（上記の第１回目コースでは、彼らから様々な意見が出された）。 

    スポット的な講師や実技訓練指導者として、現場ベテラン技術者の協力を得ることも要検討

である。 

 

 ２－２－６ 成果５ 

成果５．上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機材が活用され

る。 

 

＜達成状況＞ 

ほぼ全ての資機材が調達され、C/P による活用が開始されている。 

 

＜指標＞ 

５ 全てのコア・インストラクタが、提供された教育訓練資機材を用いて研修コースを実施できる。

 
＜活動＞ 
5-1 上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機器の必要性を把握

し分析する。 

5-2 教育訓練設備、機器を購入する。 

5-3 教育訓練設備を使用した教育法のトレーニングを行う。 

5-4 教育訓練設備の予防的保守管理技術講習を実施する。 

 

 （１）成果５の「指標」の現状 

    今後、研修コース実施の際に、C/P および日本人専門家が評価する。水力・変電・送電分野

では、前述のカンボジア技術者に対する研修で、C/P 自らが資機材を用いて講義を行った実績

がある。 

 

 （２）成果５に係る「活動」実績 

   １）プロジェクト開始から１年半で、調達する資機材の検討がなされた（活動 5-1）。 

   ２）コース開講前の 2004 年３月までに、ほぼ全ての資機材が調達された（活動 5-2）。 

   ３）短期専門家派遣時などに、資機材活用の技術移転を C/P に対して実施済み、または実施予

定である（活動 5-3）。 

   ４）保守管理技術の指導については分野によっては実施済みであるが、故障時の対処方法を確

立するなど、今後の課題も残る（活動 5-4）。 
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 （３）成果５達成のための対処策 

    火力・配電分野では、研修での資機材活用時に、現場技術者の協力が不可欠である。 

    プロジェクト終了後も調達資機材が有効活用され続けるために、EPC の中にしっかりとした

維持管理責任者・体制を作ることが不可欠である。 

 

２－３ 「プロジェクト目標」達成の見込み 

プロジェクト目標 

EPC が、電力５技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転・保守に係る体系的

な知見をもった現場技術者を、持続的に養成できるようになる。 

 

＜達成の見込み＞ 

2004 年時点では２年後の「プロジェクト目標」達成は必ずしも楽観視できないが、今後、「C/P
の追加やベテラン技術者の協力」により各「成果１～５」を達成し、更に「継続実施体制を構築（成

果６）」することにより、達成される見込みである。 

 

＜指標＞ 

研修コース受講者による習得内容の現場での活用度（受講数ヶ月後の状態） 

 

（１）「成果１～５」の達成 

   C/P はコア・インストラクタとして養成され、プロジェクト終了時までに「開発された研修コ

ースを単独で実施できるようになること」が求められている。ただし、現時点では半数近くの C/P
が研修コースの実施に不安を抱いている。2006 年３月までの２年間で「成果１～５」を達成する

ためには、①現場経験のある C/P の追加と、②ベテラン現場技術者の協力が不可欠である。②に

ついては、「コース内容や教材に対するコメント」のみならず、必要に応じて「教材作成への参加」

「スポット的な講師や実技訓練指導者としての協力」を依頼することが検討に値する。なお、上

記①②に対し、EVN 本部側では、協力に対する相当な対価の支払い等、現場との連携をスムーズ

にする環境整備が急務である。他方、C/P においては、技術知識のみならず、ティーチング・ス

キルや研修計画能力の向上が、今後重要となる。 

 

（２）「プロジェクト目標」の達成 

   「プロジェクト目標」に示される「持続的な養成」を可能にするには、「成果６＝成果１～５の

継続を指向した継続的な実施体制の構築」がプロジェクト期間中に達成されなければならない。

これについては、在外基礎調査の結果を受けて、EVN 本部が中心となり実施していく予定である。 

 

（３）「プロジェクト目標」の指標設定 

   「プロジェクト目標」レベルの指標は、「運転・保守にかかる体系的な知見を持った現場技術者

を養成できたか」を確認するものとした。研修内容の習得度を測るために、「理解度テスト」や「認

定資格付与」といった指標も検討されたが、スケジュール上理解度テストの作成は困難であり、

認定資格制度も存在しない。そこで、プロジェクト側が最も重要と考える「職場のフォローアッ

プ調査」を実施することになった。同調査では、研修コース受講者が習得内容を現場でどのよう

に活用しているか（教材を使用しているか、OJT に活かしているか）といった観点からアンケー
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ト調査などを実施予定である。同調査の実施により、研修コースの今後の改善点（プロジェクト

終了後）が明らかになることが期待される。 

 

２－４ 「上位目標」達成の見込み 

上位目標 

１．本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。 

２．現場技術者の近代的な運転保守にかかる能力が向上する。 

 

＜達成の見込み＞ 

プロジェクトは「上位目標」を指向する形で進められている。 

 

＜指標＞ 

1-1 研修を受講済みの現場技術者の数が増加する。 

1-2 研修コースが EPC 以外の機関（EES2、EES3、その他）に導入される。 

1-3 コース内容が追加・改善される。 

２  現場技術者の運転保守にかかる知識・技術・心構えの向上 

 

（１）上位目標１ 

   本プロジェクトは、ベトナム電力セクターの運転・保守 Off-JT 開発の第一歩と位置づけられて

おり、コース内容の今後の改善・追加、拠点の全国展開が想定されている。このために、55 コー

スの初回研修結果を踏まえて教材を改善する、他の訓練校〔Electrical Engineering School No.2
（EES2）、Electrical Engineering School No.3（EES3）〕の教員を 55 コースの受講者に含めるといっ

た、研修終了後の展開を目指したアプローチをとっている。なお、「プロジェクト目標」から「上

位目標」に至るためには、EVN 本部とコア・インストラクタが関係会社と連携して、研修の継続

やカリキュラムの向上を実施する必要がある（付属資料４．PDM-1 の「外部条件 b、c、d」を参

照）。 

 

（２）上位目標２ 

   本プロジェクトは、「上位目標２」を達成するために実施されている。重要なことは、本 Off-JT
研修の受講者が、その習得内容を職場の OJT に取り込むことであり、両者の組み合わせによって

初めて現場技術者の運転保守能力が向上する（PDM-1 の「外部条件 e」を参照）。 

 

２－５ ５項目評価結果 

本節では、これまでの記載事項を踏まえた「５項目による評価結果」を記載する。 

 

 ２－５－１ 妥当性 

本プロジェクトの「妥当性」は、「必要性」の観点からは高い。ただし、プロジェクト当初の計画

やアプローチには課題が多い。 
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 （１）ベトナム国の電力セクターにおける本プロジェクトの必要性 

    本プロジェクトで開発されるベトナム国初の Off-JT 研修は、現場技術者が運転保守のメカニ

ズムを理解し、よりシステマティックに日常業務が行えるようになることを目的としている。

ベトナム国では、電力基盤整備が国家開発計画の優先課題とされており、新規電源開発が急速

に進んでいる。今後、電力施設の運転保守技術の向上が不可欠となるなか、本プロジェクトの

必要性は非常に高い。短期専門家派遣時のワークショップ（過去 11 回）や、2004 年４月８～

９日に開催されたワークショップにおいても、本研修の必要性に係る関係者の認識が確認され

ている。 

 

 （２）日本の開発援助政策との適合性 

    日本の対ベトナム援助方針においても、電力セクターへの協力は重点課題とされている 3。有

償資金協力による施設建設も継続的に実施されており、施設の運用・保守の効率化を究極目標

とする本プロジェクトは、日本の政策に適合している。 

 

 （３）プロジェクトの計画内容やアプローチの適切性 

    プロジェクトの当初計画には課題が多い。本来的には、EVN 側に長期的な人材育成計画・体

制やコア・インストラクタの規定上の位置づけといった「枠組み」があったうえで、本プロジ

ェクトを実施することが望ましかった。また、EPC をプロジェクト・サイトとして、現場経験

のない教員をプロジェクトの中心的な C/P としたことは、最適なアプローチであったとは言い

難い。さらに、現場技術者をプロジェクトに取り込むためのインセンティブが不十分なことは、

プロジェクト実施に困難をもたらしており、今後引き続き EVN 側で対処すべき課題である。し

かしながら、プロジェクトでは、C/P の現場経験不足を補うべく、現場との連携諸策を実施し

てきており、これらの柔軟なアプローチは高く評価できる。 

 

 ２－５－２ 有効性 

「プロジェクト目標」達成の見込みは、現時点では必ずしも楽観視できない。しかし、「現場経験

のある C/P の追加」および「現場との連携強化」を通じて、まずは「成果」の達成度を高めること

で、プロジェクトの「有効性」の向上が見込まれる。 

「２－３ プロジェクト目標達成の見込み」を参照。 

 

 ２－５－３ 効率性 

これまでの「投入」と「成果」の実績を鑑みると、プロジェクトの「効率性」は、プロジェクト

の２年目までは総じて限定的であったが、ここ１年で大きく向上しており、今後更に高まる見込み

である。 

 

 （１）「投入」の適正度 

    C/P の現場経験不足やチーフ・アドバイザーの半年不在（２年目）など、人的資源に係る「投

入」は常に万全ではなかった。しかし、ここ１年でプロジェクトのチームワークが強化され、

                                                  
3 「対ベトナム国別援助計画（平成 16 年４月）」によると、３つの柱のひとつ「成長促進」の重点分野に「電力」があげられており、

うち「電力システム・事業効率化」が一重点事項とされている。本プロジェクトは、同事項に貢献するものである。 
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急ピッチで業務が進んでいることは高く評価できる。また、C/P の日本人専門家に対する評価

は高く、技術のみならず業務姿勢やマネジメント手法など、学ぶところが多いとしている。そ

の他の「投入」（ベトナム国側の経費負担と施設供与、日本側の研修員受入れ、資機材供与）に

ついては、総じて適切であり、特にベトナム国側で研修の必要経費がすべて賄われていること

は評価に値する。 

    また、特筆すべき事項として、これまで C/P の責任、任務、権限、権利を規定した人事シス

テムが存在しなかったことがあげられる。今般 JCC において、EVN ソン副総裁より、「C/P が

規定に沿って効率的に業務を行い、労働に見合った報酬を得られるような」新たな人事システ

ムを 2004 年５月末までに設定することが提案され、関係者間で合意された。これにより、C/P
の業務へのインセンティブと効率がアップすることが期待される。 

 

 （２）「成果」の達成度 

    カリキュラム・教材作成の達成度合い（「成果」１と２）は、質的（ベトナム国の実情への適

合度合い）にいまだ改善を要するものである。また、今後２年で実施する 55 コースの研修のう

ち、教材作成済みのコースは 24 といまだ半ばであり、プロジェクト終了までの２年間のスケジ

ュールはかなりタイトである。今後、「必要な人員の投入（ベトナム国の現場技術者、日本人短

期専門家）」と「スケジュール管理強化」を通じ、「成果」達成の加速が期待される。プロジェ

クトの地道かつ積極的な働きかけによって関係者の理解も深まっており、今後の「効率性」の

向上は十分に見込まれる。 

 

 （３）プロジェクトの支援体制 

    プロジェクトの支援体制において特筆すべき点として、日本人専門家が JICA 事務所による

プロジェクト支援を高く評価している。また、日本人専門家は JCC の機能についても評価して

おり、チーフ・アドバイザーによると、JCC での合意事項はプロジェクトを進めるうえでの重

要な論拠となる。 

 

 ２－５－４ インパクト 

プロジェクトの活動が終了後も持続した場合、本プロジェクトのプラスのインパクト（波及効果）

は大きいと考えられる。 

 

 （１）「上位目標」達成の見込み 

    「２－４『上位目標』達成の見込み」で既述のとおり、プロジェクトは「上位目標」を指向

する形で進められている。 

 

 （２）その他、プラスのインパクト 

    本プロジェクトを通じて、技術基準の統一がない関係会社の間に、情報交換の場が提供され

るようになった。特に、送電分野においては、全国の現場技術者を集めたワークショップが複

数回実施されてきたが、これを機に現場技術者間で「スタンディング・ワーキング・グループ」

を設立する機運が高まった。全国で系統が連携している送電分野にとって、同ワーキング・グ

ループの設立は、分野全体の発展につながるものである。 
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 （３）マイナスのインパクト 4 

    関係会社から異動してフルタイムとして勤務している C/P は、収入の半減や昇級機会の喪失

といった損失ばかりでなく、既に所属先から解雇されている人が存在する。これは、長期間現

場を離れたことによる自然消滅的な解雇であり、このような C/P にとって、プロジェクト終了

後の将来の不安は相当なものである。また、関係会社からプロジェクトへの出向を自ら望んだ

C/P もいたが、所属長の理解が得られず解雇され、有能な人材であるだけに結果的に EPC に雇

用された。 

 

    上記のような状況は、現場関係会社とプロジェクト間の、スムーズな人事異動の難しさを示

すものであり、今後現場より C/P を募集する際にも、同様のことが起きないように留意する必

要がある。また、EVN/EPC では、プロジェクト終了後のコア・インストラクタの配置・活用計

画を明らかにすることが急務である（本人が希望すれば、プロジェクト終了後に現場に戻れる

ように対処することも必要であろう）。 

 

 ２－５－５ 自立発展性 

プロジェクトの「自立発展性」の見通しは、現時点では高いとは言えない。ただし、「コア・イン

ストラクタの能力向上」と「開発された研修コースを継続実施する体制の構築」が実現した場合、

「自立発展性」も確保される見込みである。 

 

 （１）組織的自立発展性 

    これまで述べてきたとおり、「本プロジェクトの継続実施体制」の早期構築（PDM-1 の「成

果６」）が、自立発展性に不可欠である。この実施体制において特に重要となるのが、①EPC、
EVN 本部および現場の連携体制の確立と、②コア・インストラクタの配置計画とその役割（研

修コースの計画、講義の実施、教材・資機材の管理）の確立である。上述のように、現場技術

者の人事異動が困難である現実を鑑みると、コア・インストラクタの研修「計画・管理」機能

を強化し、彼らの調整のもと、必要時期に現場ベテラン技術者の協力を得られるような体制を

構築することが望ましい。 

    なお、ベトナム国の電力セクターでは、2010～2015 年までに EVN を分割化する計画があり、

それに伴い、EPC を含む教育訓練機関が独立組織となる可能性が高い。しかし、今般調査で、

EVN 分割後も、EPC の「現場技術者再訓練」という役割に大きな変更がないことが確認された。 

 

 （２）財政的自立発展性 

    プロジェクト必要経費はベトナム国側からスムーズに手当てされているため、財政的な自立

発展性の見通しは比較的高いと判断できる。また、現状では EVN 関係会社の研修費用は EVN
本部負担であるが、分割後は各会社負担となるため、それまでに研修コースの魅力を高めてお

く（各関係会社が希望するような研修内容とする）必要がある。 

 

                                                  
4 プロジェクトの直接的インパクトではなく、またセンシティブな事項であるためミニッツには記載しなかったが、今後の留意事項

としてここに記載する。 
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 （３）技術的自立発展性 

    プロジェクトの技術的自立発展性にとって最も重要なことは、C/P がプロジェクト終了まで

に、コア・インストラクタとして、「研修の計画・実施・管理能力」を極力高めることである。

特に、「プロジェクト終了後に研修内容を追加・改善していく能力（計画能力）」をプロジェク

ト期間中に身につけることが、自立発展性に不可欠である。これは、①プロジェクト期間中に

開発できる研修コースは限られており、終了後にコースの追加が必要なこと、②期間中は各コ

ースを１回ずつしか開講できず、プロジェクト終了後にこれを改善実施する必要があるためで

ある（なお、前者について、プロジェクト・マネージャーから「コア・インストラクタ単独で

コースを追加することは難しく、引き続き日本人専門家による何らかのフォローアップ協力を

依頼したい」という意見があった）。 

    さらに、これらのコア・インストラクタの定着を図るには、上述の「継続実施体制の早期構

築」が必須である（C/P に対するアンケート調査結果によると、６割が「プロジェクト終了後

も研修コースの講師であり続けたい」と回答したものの、インタビューでは「教え続けたいが、

EVN の今後の方針がないので将来が見えない」といった不安が多く聞かれた）。 

 

２－６ プロジェクトの実施プロセス 

（１）進捗状況 

   プロジェクトは、最初の３年が経過しあと２年を残すところであるが、教材の新規開発がいま

だ半ばであること、全 55 の研修コースの内容を実施しつつ詰めていくことなどを鑑みると、スケ

ジュール的に必ずしも楽観できない。しかしながら、当初の予定（Plan of Operations：PO）どお

り、研修コースを 2004 年度（４月 19 日）開講したことは、高く評価できる。2004 年度からは、

コースごとの詳細実施計画（準備スケジュールと担当者の割当）を用いてスケジュール管理をし

ており、進捗の加速が期待できる。 

 

（２）関係部署の連携状況 

   本プロジェクトの実施体制を図２－１に概略化する。本プロジェクトのサイトは、ハノイの EPC
であり、他地域の訓練校（EES2、EES3）と並んで EVN 人事訓練局の管轄下にある。また、受講

対象者である現場技術者は関係会社の職員であり、関係会社は EVN 本部の設備主管部門（発電部

およびネットワーク部）の管轄下にある。本プロジェクトの成功には、EPC、EVN 本部、EVN 関

係会社（現場）の三位一体の連携が必須である。開始当時は EPC 内に孤立しがちであったプロジ

ェクトだが、ここ１年半ほどで積極的に EVN 本部や現場に働きかけるようなっており、今後更な

る連携強化が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの実施体制 

EVN 本部＝実施機関 人事訓練局   発電部 ネットワーク部 

EPC＝プロジェクトサイト
 

－PM（EPC 校長） 
－C/P 
－日本人専門家 

関係会社＝現場 
 
－14 発電所（火力・水力） 
－４ 送電会社 
－７ 配電会社 

他の訓

練校 

－EES2 

－EES3 



－25－ 

（３）本プロジェクトの周知状況 

   本プロジェクトで開発される研修は、「現場技術者を対象とした運転・保守に係る体系的な

Off-JT 研修」である。ベトナムの電力セクターでは、OJT を中心に運転・保守の技術者を養成し

ており、一度発電所などに就職すると「再訓練」の機会がほとんどない。本プロジェクトの研修

を受講することにより、現場技術者が運転・保守のメカニズムを理解し、よりシステマティック

に日常業務を行えるようになることが期待される。しかし、本研修の必要性につき、現場レベル

では必ずしも十分な理解が得られていなかった。 

   このような状況下、C/P の発案により、2004 年４月８～９日に、EVN 本部、関係会社（現場）

および他の訓練校より 150 名の主要な人々を集めてワークショップを開催し、研修内容の周知と

本プロジェクトへの協力要請を行った。同ワークショップを契機に、EVN 本部（主催者）の主体

性、および現場関係者のプロジェクトに対する理解が高まったことは、プロジェクト推進に大い

に役立つと考えられる。 

 

２－７ 課題とその取り組み 

プロジェクトの課題として、①C/P の人材不足と、②EVN の人材育成政策の欠如があげられる。以

下、これら課題の現状とこれまでの取り組みを説明する。 

 

 ２－７－１ C/P の人材不足 

 （１）C/P の現場経験不足 

    本プロジェクトの一番の課題は、コア・インストラクタとして養成される C/P の中に、現場

経験のある人材が少ないことである。本プロジェクトで開発される研修コースは、現場技術者

を対象としており、現場業務と関連させた講義や実技訓練を実施する。したがって、教える側

に現場経験がないことは根本的な問題といえる。専門家への質問票回答でも、20 名の C/P のう

ち、半数以上の 13 名は研修講師としての能力が現時点では不十分とされており、その理由に「現

場経験不足」があげられている。 

 

    C/P は、フルタイムとパートタイムに分かれている。表２－１に示したとおり、20 名中 14

名がフルタイムで、そのほとんどが EPC の教員である。EPC の教員は、大学卒業後に EPC に

雇用され、そのまま教員を続けるケースが多く、現場で勤務する機会は少ない。また、パート

タイム C/P は関係会社の所属が多いが、所属機関業務との掛け持ちであるため、プロジェクト

とのかかわりが限定的である（ただし、火力分野のパートタイム C/P は例外）。 

    プロジェクトでは、これまでも JCC 等の場で、関係会社所属のパートタイム C/P のスムーズ

な派遣や、現場経験のある C/P の追加を、EVN 本部に求めてきた。しかし、①現場でも経験豊

富な技術者が必要とされており、所属長から理解を得ることが困難、②適切なインセンティブ

が設定されていない（逆に、EPC への派遣期間中は、現場勤務時の諸手当が支給されないため

収入が減少する）といった理由から、現場経験豊富な人材のプロジェクトへの定着・動員は困

難であった。代わって、比較的若く優秀な EPC 教員がプロジェクトに配置され、ここ１年で

C/P 全体の低年齢化がみられる。 
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 （２）C/P の数の不足 

    C/P の絶対数も不足している。特に、火力分野は本プロジェクトで開発される 55 コースの研

修のうち 21 コースを予定しているが、それに対して C/P の数が極端に不足している。また、送

電分野では、最も中心となっていたフルタイム C/P が療養中のため、実質的にプロジェクトに

従事できる C/P が１名となっており、厳しい人材不足に直面している。 

 

 （３）C/P に対するアンケート（インタビュー）調査結果 

    上述の状況ではあるものの、2004 年度より開講される研修コースにおいて、これら C/P（主

にフルタイム）は講師を担当予定である。今般調査では、「本プロジェクトについて C/P がどの

ような課題を抱いているか」という観点から、事前に記入してもらった質問票に基づく個別イ

ンタビューを実施した（フルタイム 13 名、パートタイム３名の計 16 名）。 

 

    その結果、C/P の本プロジェクトに対する不安と危機感は相当なものであることが判明した。

その内容は、「現場経験のない自分達に現場経験者を教えることができるのか」「今のような内

容で現場技術者は満足するだろうか」「残りの２年間で仕事がこなせるのか」「プロジェクトが

終わったあと、自分達はどうなるのか」「現在の待遇が悪く将来も不安」といったものである。

調査結果の詳細は、ミニッツの ANNEX9 を参照のこと。 

 

 （４）課題に向けた取り組み：現場との連携強化 

    上述の C/P の現場経験不足を補うべく、プロジェクトでは現場との連携に係る以下の諸策を

実施、または実施予定である。今後ますます、現場技術者との連携はプロジェクトに不可欠と

なることから、EVN 本部側でも連携をスムーズにする環境（協力に対する適切な対価の支払い

等）を整える必要がある。 

   １）C/P の関係会社における現場研修を実施した。 

   ２）短期専門家派遣時に、現場技術者を招いてワークショップを実施し、教材作成などに彼ら

の意見を取り込んでいる。また、送電分野では、これを機に現場技術者間で「スタンディン

グ・ワーキング・グループ（情報交換の場）」を設立する機運が高まった。なお、これらワー

クショップの参加者については、データベースを作成しており、今後のリソースパーソンと

しての活用が期待できる。 

   ３）火力分野では、新式（コンバインドサイクル）のフーミー発電所からベテラン技術者１名

を３か月間派遣してもらい、同技術者は短期専門家の講義サポート、教材作成、コースデザ

インに従事した（火力分野の C/P には新式プラントの出身者がいないため、同技術者の貢献

は大きかった）。 

   ４）本プロジェクトで開発される 55 コースの研修に、本来のターゲット層（入社１～10 年目）

のみならず、現場ベテラン技術者の参加を得る予定である。そして、コース内容や教材に対

する彼らの意見を基に、研修内容を改善していく（ベトナム国の実情により適合させていく）

計画である。 
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 ２－７－２ EVN の人材育成政策の欠如 

本プロジェクトのもう一つの課題は、EVN 側に「長期的な人材育成政策」が存在しないことであ

る。したがって、プロジェクト終了後の継続的な研修実施計画はなく、現時点ではコア・インスト

ラクタの規定上の位置づけも将来の配置計画もない（このことが、「C/P に対するアンケート調査結

果」に示されたような、C/P の将来に対する不安をもたらしている）。また、現在、ベトナム国の電

力セクターでは EVN の分割化が計画されており、EVN 本部による現場技術者訓練の今後のあり方

が不透明である。 

 

 （１）課題に向けた取り組み：JICA 在外基礎調査の実施 

    これを受けて、現在 JICA では在外基礎調査を実施中であり、この中で分割化に伴う「人材

育成計画案」が EVN に提案される予定である。この調査結果を受けて、「成果６＝継続的な実

施体制の構築」が、プロジェクト期間中になされることが期待される。 

 

 ２－７－３ 各技術分野の特徴と課題 

本プロジェクトは５技術分野からなるが、各分野の特徴や課題は異なるため、これらを表２－６

に示す。 

 

表２－６ 各技術分野の特徴と課題 

分野 特徴と課題 

火力 

・ベトナム国側からの再訓練の要望が最も高い分野。本プロジェクトで開発される 21 コ

ースは基礎を網羅しているので、将来的には上級コースの開発が必要となる。 

・21コースを担当するには、現在のマンパワーでは不足。７名の C/P 追加を昨年要望済み。

配電 

・無停電工法などの新技術は、EVN 本部の要請でカリキュラムに取り入れたが、現時点

では一部の配電会社のみで実施。「今後導入されうる新技術を学ぶ」という位置づけに

なる。 

・半数のコースが実技訓練を伴うため、現場のベテラン経験者による補助が不可欠。 

変電 

・フルタイム C/P の中に新式火力発電所で変電を担当していた人がおり、チーム構成とし

て、現場経験者と講師経験者のバランスがとれている。 

・現在カリキュラムを再構成しており、スケジュールが遅延。 

・C/P から「研修資機材の種類が不十分」という意見が一様に出た。 

水力 

・比較的安定した分野。フルタイム C/P の中に現場経験者はいないものの、Computer Based
Training System（CBT）の導入が講師の指導力を高めている。 

・C/P からは「できるだけ多くの発電所を訪問したい」という要望があった。 

送電 

・複数回実施のワークショップで出た現場の意見をコース内容に盛り込むなど、よい形で

プロジェクトが進められてきている。カリキュラムについて EVN 本部は「基本的にす

ぎる」とコメントしているが、現場からの指示は高い。 

・C/P の数は実質１名で、このままでは計画を遂行できない。 
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２－８ 提言と結論 

 ２－８－１ 提 言 

 （１）PDM の改訂 

    本中間評価では、プロジェクト開始当初から用いられてきた PDM（PDM-0）を改訂し、PDM-1
が作成した。PDM-1 は、中間評価団が準備した改訂案を基に、プロジェクト側が主体的に作成

したもので、JCC で EVN 関係者の合意を得てミニッツに添付された（ANNEX3）。以下、（２）

に改訂後のプロジェクト概要を、（３）に改訂内容を示す。 

 

 （２）プロジェクト概要（改訂結果） 

    改訂の結果、PDM-1 の各「目標」と「成果」は、表２－７のとおり決定した。 

 

表２－７ プロジェクト概要（PDM-1） 

（１）スーパーゴール（＝将来の方向性） 

ベトナム国の電力設備が効率的に運転保守される。 

 

（２）上位目標 

１．本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。 

２．現場技術者の近代的な運転保守にかかる能力が向上する。 

 

（３）プロジェクト目標 

EPC（電力短大）が、電力５技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転・

保守に係る体系的な知見をもった現場技術者を、持続的に養成できるようになる。 

 

（４）成果 

０．プロジェクト実施体制が確立する。 

１．EPC において教育訓練カリキュラムが開発される。 

２．EPC において教材が開発される。 

３．電力５技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクタが養成される。 

４．コア・インストラクタによって、運転保守に関する体系的な Off-JT 研修コースが実施さ

れる。 

５．上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練資機材が活用され

る。 

６．（追加）成果１～５の継続を指向した研修実施体制が構築される。 

 

 （３）改訂内容 

    PDM-0 から PDM-1 への主な改訂内容は次のとおりである（なお、詳細な変更箇所と変更理

由を示した一覧表を付属資料７に示すので、参照されたい）。 

   １）「成果６」の追加 

     PDM-0 では、「成果」から「プロジェクト目標」に至るための「外部条件 f」として、「新

しい教育訓練カリキュラムと教材を使った教育訓練プログラムが、人事政策として制度化さ

れる」が設定されていた。しかし、「プロジェクト目標」にある「持続的な養成」を可能にす

るには、実施機関側がプロジェクト期間中に「研修実施体制を制度化」する必要がある。こ
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れを受けて、「成果６：成果１～５の継続を指向した研修実施体制が構築される」を追加した。

ただし、その具体的な内容（PDM の「指標」と「活動」）は、現在実施中の JICA 在外基礎調

査の結果を受けて、EVN と関係者で協議のうえ、2004 年７月末までに決定予定である。 

 

   ２）「コア・インストラクタ」の定義づけ 

     本プロジェクトにおいて、C/P は「コア・インストラクタ」として養成されることになっ

ているが、これが具体的に何を指すかは、関係者間で認識がまちまちであった。関係者と協

議の結果、「本プロジェクトで開発される Off-JT 研修を継続的に実施・計画する EVN および

EPC 職員」と定義した。 

 

   ３）「ターゲット・グループ」の確認 

     PDM-0（英文版）では、ターゲット・グループが “Field Engineers of EES1 of EVN”と

なっており、Electrical Engineering School No.1（EES1）（EPC の前身）管轄の北部地域の現場

技術者のみとされていた。今般調査で、ターゲット・グループである研修受講予定者は、「ベ

トナム全土の現場技術者（入社１～10 年目）」であることが確認された 5。 

 

   ４）「成果」「プロジェクト目標」「上位目標」の各レベルに応じた「指標」の明確化 

     PDM-0 では、①「プロジェクト目標」の指標が「成果」の指標と同様、②各「成果」の指

標が不明確（「プロジェクト要約」に近い）といった、改善すべき点が見受けられた。そこで、

図２－２に示すとおり、各レベルに応じた明確な指標を設定することで、プロジェクトの達

成度を適切に評価できるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ PDM の各レベルの達成度を測る指標 

 

                                                  
5 プロジェクト開始当初は、「現場の技術指導者を受講対象者とし、その指導者がさらに現場で一般技術者に指導する」というアプロ

ーチを想定していたが、技術レベルの底上げを図るべく、対象者を指導者に限定しないこととなった。 

PDM の各レベルの指標 指標データ入手手段 

成果レベル： 
1) 開発された研修コース・教材の数と質、受講者数 
2) C/P の能力向上度合い（例：単独で講義可能か） 

プロジェクト目標レベル： 
プロジェクト期間中に研修を受けた現場技術者の、研修

習得内容の活用度（例：教材の利用度、OJT への活用度）

上位目標レベル： 
1) 開発された研修の他機関での導入、内容改善度合い 
2) 現場技術者の運転保守にかかる能力向上度合い 

1) 研修実施記録、受講者アンケー

ト調査 
2) C/P と専門家双方による評価

受講数ヵ月後のフォロー

アップ調査 

1) EVN／EPC 資料 

2) 現場での評価 
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 ２－８－２ 結 論 

  第１章「１－６－２ 調査項目の設定」で述べたように、本中間評価調査の主要調査項目は、①

プロジェクトの直面する課題、②「プロジェクト目標達成」および「自立発展性確保」の見込み、

③これら課題に対する対処案、の３点であった。これに基づく評価結果（本章）を総括・図示した

ものが、「図２－３ プロジェクト成功の阻害要因」および「図２－４ プロジェクト成功の促進要

因」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ プロジェクト成功の阻害要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ プロジェクト成功の促進要因 

 

  プロジェクトの現状は図２－３に示す阻害要因（課題）を抱えているが、既に「現場との連携」

に係る様々な取り組みがなされている。今後、さらに現場との連携を強化し、C/P の追加および能

力強化を実施することで、プロジェクトの各「成果」（１～５）の達成につながる。さらに、EVN
が主体となって「プロジェクトの継続実施体制」を構築する（成果６）ことで、「有効性（＝プロジ

ェクト目標の達成度）」「自立発展性」「インパクト」が向上する（図２－４の状態）。なお、このた

めには、EVN 本部の強力なリーダーシップによる、「プロジェクト（EPC）、EVN 本部、現場（関係

 強力なリーダーシップ

有効性、自立発展性、 
インパクト ↑ 

「成果」の達成、

効率性 ↑ 

EVN 本部：継続実施体制の構築

（ｺｱ･ｲﾝｽﾄﾗｸﾀの配置計画を含む）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ： 
・ 現場経験のある

C/P の追加 

・ C/P のティーチン

グ・スキル、研修

企画運営力の向

上 

・ 新人事システム

による処遇の適

正化 

現場との連携強化：
・ ベテラン技術者の

派遣（コース参加

によるアドバイ

ス、講師、実技訓

練者、教材作成） 
・ スタンディング・

ワーキング・グル

ープ（送電）の早

期設立 

インセンティブ（報酬）確

保、連携のスムーズ化 

強力なリーダーシップ 

 

有効性、自立発展性、 
インパクト ↓ 

「成果」の達成困難

効率性 ↓ 

EVN 本部：継続実施体制の未整備

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ： 
・ C/P の現場経験 

不足 

・ C/P 数の不足 

・ C/P の処遇問題 

現場との連携の阻

害要因： 
・ ベテラン技術者の

多忙（現場所属長

の了承取り付け困

難） 
・ 不十分なインセン

ティブ 
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会社）」の三位一体の協力体制が不可欠である。 

 

  図２－４に示した促進要因は、「プロジェクト終了時までに実施すべき対策」として JCC で協議

され、合意がなされた。重要合意事項としては、①現場経験のある C/P の追加（火力・送電分野）、

②C/P の処遇の明確化、③現場との連携強化のための諸策、④プロジェクト継続実施体制の構築、

の４点である。 



－32－ 

第３章 今後の取り組み 
 

中間評価の結果から、プロジェクトを効率的・効果的に進めていくうえで、修正すべき課題がいく

つかあげられた。その課題と対策について以下に示す。 

 

３－１ C/P の人数不足と経験不足について 

この問題はプロジェクト目標の達成に向け大きな問題である。C/P は教材の充実、研修コースの実

施と修正をプロジェクト終了までに達成しなければならない。しかし、現在の C/P だけではこのすべ

てを達成することは困難な状況である。特に、火力分野と送電分野についてはマンパワーの面で大き

な問題となっている。火力分野では４人の C/P で 21 の研修コースの実施が予定されており、さらに７

名の増員を強く要望している。また、送電分野については３名の C/P が配置されているが、実質は１

名の C/P で作業を進めいている状況である。送電分野では２名のフルタイム C/P の追加を要求してい

る。もしなにか具体的な対策がなされなければ、これらの分野については研修コースの自立発展に大

きな影響を与えることは避けられないため、可及的速やかに C/P の増員を求める。また、他分野の C/P
を異動させることは効率的でない。 

 

プロジェクトではプロジェクト活動を考慮し、現場経験があり気力の充実した C/P を求めており、

英語力については必須とはしていない。 

 

ベトナム国側、日本側は 2004 年５月末までに以下にように C/P を増員することで合意した。 

（１）火力分野 

   ７名の増加（１名フルタイム ６名パートタイム）とさらに必要に応じて数名の増加。 

（２）送電分野 

   ２名のフルタイム C/P とさらに必要に応じて数名の増加。 

（３）他の分野 

   必要に応じた増員。 

 

３－２ プロジェクト実施中および終了後の C/P の処遇について 

 現在、14 名のフルタイム C/P が配属されており、11 名が EPC からの配属、残りの３名が EVN の関

係会社からの配属である。プロジェクトの自立発展性の観点から、現在のフルタイム C/P がプロジェ

クト終了後もコア・インストラクタとして EPC に残ることが望ましい。 

そこでフルタイム C/P については、彼らが望み、EPC の教員試験に合格すれば、EPC でコア・イン

ストラクタとして引き続き研修に携わることを可能とする。また、ベトナム国側は 2004 年５月までに

C/P の処遇や位置づけ、またプロジェクト内での C/P の権限や責任を記した業務体制・勤務体制を確

立することとした。 

 

３－３ 現場のニーズの研修コースへの反映について 

ベトナム国の現状に沿った研修を提供するために、現場のニーズや意見を研修に反映させることが

不可欠である。送電分野を例にとると、EVN は「スタンディング・ワーキング・グループ」の立ち上

げを予定している。このワーキング・グループは関係会社の現場技術者から成り立っており、プロジ
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ェクトにとって現場の情報を収集するために有効な手段となる。また、現場技術者にとっても、他の

現場の情報を交換する場として、非常に有益なものとなる。 

ベトナム国側と日本側はできるだけ早くこのワーキング・グループを立ち上げることで合意した。

また、EPC から現場に対して、研修コースや新しい技術について情報を提供することの重要性につい

ても合意した。 

 

３－４ 研修コースの充実のために必要なスタッフの確保について 

現場に沿った研修コースの提供のためには EPC と関係会社との連携が不可欠である。現実的な対策

として以下の手段が有効と考えられる。 

（１）関係会社から現場技術者を研修の講師として EPC に招聘する。 

（２）関係会社から現場技術者を研修教材の充実に必要なアドバイザーとして EPC に招聘する。 

（３）教材の修正の際にコア・インストラクタを現場のある関係会社に派遣する。 

（４）教材の修正を関係会社にアウトソーシングする。 

 

EPC は現場技術者を講師として招聘する場合と同様、スタッフ・アドバイザーとして招聘する場合

にも講師料という手当てを支給することで、ベトナム国側、日本側ともに合意した。 

 

３－５ 研修コースと資格の関係 

EPC が提供する知識・技術は、設備の保守管理を効率的に行ううえで必要であることから、研修コ

ースを受講することとなんらかの資格をリンクさせることで、現場技術者が EPC での研修を受講する

ことにインセンティブを持つことができ、より効率的に EPC から知識・技術を現場に広げていくこと

ができる。 

現在、JICA では人材育成計画に関する基礎調査を 2004 年６月末まで実施しているため、ベトナム

国側と日本側は本調査の結果を待ち、再度協議することとした。 

 

３－６ 日本からの専門家 

いままで短期専門家について、適切な時期より遅く英語の教材がベトナム国に送られてくることが

あった。 

JICA は専門家を派遣するうえでより慎重に経験と知見について考慮し、現地に送る教材については、

現地での翻訳や EVN の意見を集約できるだけの十分なスケジュールを組むこととする。 

さらに、プロジェクトは詳細な研修内容を研修実施前に EVN に提出することとする。 

 

３－７ その他 

2004 年４月８日、９日に EVN は関係会社に対して、本プロジェクトの研修コースについてワーク

ショップを実施した。このワークショップを通して、本研修を現場技術者に対して広めることができ、

現場から有益な意見や情報を集めることができた。EPC と現場が協調するよい機会であったため、今

後もこのような機会をつくることを要求した。 
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PDM‐0  ベトナム国 電力技術者養成プロジェクト  
 
実施期間: 5 年間 
ターゲット・グループ： EVN のフィールドエンジニア（EES1= Electrical Engineering School 1） 

修正履歴 2：合同ミーティング時。R/D 添付（2000 年 9 月 19 日） 
プロジェクトの要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 
＜関連する政策目標＞ 

ベトナム国の電力設備が効率的に運転保守され
る。 

 
 

  

＜上位目標＞ 
近代的な運転保守技術に知見を有する電力技術
者がベトナムにおいて養成される。 
 

 
1. EES１において電力５技術分野（火力、配電、変電、水力、送

電）の運転・保守技術に関する教育訓練を受けた EVN の様々
な部署に所属する現場技術者の数が増加する。 

 
 

 
1.1 EES１を卒業し、教育訓練を受講した現場技

術者の数 
1.2 各配電会社から派遣される教育訓練生の年

間受講者数 
1.3 教学環境の変化に関するインタビュー結果

（例えば EVN の経営陣、技術者など複数の
レベルに対するインタビューの実施） 

 

 
a. EVN が全ての部署において、近代

的な運転保守のための資機材の
更新を継続する。 

＜プロジェクト目標＞ 
EES１が、電力５技術分野（火力発電、配電、変
電、水力発電、送電）の運転・保守に関する技術
指導に知見を持った現場技術者を、持続的に養成
できるようになる。 
 

（プロジェクト終了時における状況） 
1. 5 年間のプロジェクト期間終了時に、EES１の全てのコア・イ

ンストラクタが近代的な電力５技術分野に関する運転・保守
技術の指導能力を修得する。 

 
 
 
 
2. カリキュラムに基づく教材（ベトナム語）が EES１において

作成され、それを用いた教育訓練がコア・インストラクタに
よって行われる。 

 
1． 研修日誌、コントロールグループ（研修未受

講者集団）を使用した観察（ビデオテープ、
観察記録などを使用する）、トレイニーに対す
るアンケート・自己振り返り、受講者および
長期派遣専門家からのフィードバック、自己
評価およびラーニングコントラクトを使った
評価 

2． EES１において開発された教材。教員に対する
筆記試験の結果、資格授与記録、研修実施記
録など。 

 

 
b. EVN の人材育成計画における EES

１の役割に変化がないこと。 
 
c. コア・インストラクタと教員から

教育訓練を受講した EVN の職員
が、現場の技術者に対して OJT
を通じて指導をする役割を果た
す。 

 
 

＜成果＞ 
0. プロジェクト実施体制が確立する。 

 
0. JICA がチーフアドバイザーを含む長期派遣家チームを、ま

た EVN が EES１にコア・インストラクタを配属した後プロジ
ェクト実施体制が確立され、勤務を始める。 

 

 
0. 人員配置記録、プロジェクト打ち合わせ記録、

実施計画書 
 
 

1． EES１において教育訓練カリキュラムが開発
される。 

1． 教育訓練カリキュラムが開発され、校閲とベトナム語への
翻訳のために、コア・インストラクタに引き渡される。 

1． 文書化（あるいは電子化）されたカリキュラ
ム、概要書、指導マニュアル、指導記録など

2． EES１において教材が開発される。 
 
 

2． 上記カリキュラムにもとづくベトナム語教材が EES１所在
のプロジェクトによって開発される。 

2． 開発された教材（ベトナム語） 

3． 電力 5 技術分野の運転・保守の指導ができる
カウンターパート（コア・インストラクタ）
が養成される。 

3． 電力５技術分野の運転と保守の教育訓練とカリキュラムの
指導ができる全てのコア・インストラクタが EES１において
教育訓練を受ける。 

3.1 研修記録、研修日程表、月間研修記録など 
3.2 受講した教員の名簿 

4． カウンターパート（コア・インストラクタ）
によって、教員や現場技術者を対象として電
力技術者を養成するための指導者養成の研修
プログラムが実施される。 

4． 全てのコア・インストラクタが、ベトナム語を使用して EVN
の技術者に対して指導者養成の研修プログラムを単独で行
うことができる。 

4. 研修日程表、研修科目の概要説明書、指導ノ
ート 

5． 上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実
施するために必要な教育訓練資機材が活用
される。 

 

5.1 訓練施設・機器の稼働率が増える。 
5.2 全てのコア・インストラクタが提供された教育訓練資機材を

用いて教育訓練を実施することができる。 

5.1 教育訓練設備・機器の利用状況記録 
5.2 教育訓練資機材を利用した教育訓練のマニュ

アル、ティーチングノートなど 

 
d. 教育訓練を受講したＥＶＮの教

員がカリキュラム、教授法の変更
や向上を図ることに対して、ＥＶ
Ｎが指示・支援をする。 

 
e. 教育訓練を受講したコア・インス

トラクタや教員が EES１に勤務
し続ける。 

 
f. 新しい教育訓練カリキュラムと

教材を使った教育訓練プログラ
ムが、人事政策として制度化され
る。 

 
g. 教員の教育能力が客観的（定量的

または定性的）データに基づいて
評価されること。 
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 ＜活 動＞ ＜投     入＞ ＜外部条件＞ 
h. 資格要件を満たす

コア・インストラク
タが EES１に配属さ
れる。 

 
i. 日本の適切な支援

組織が研修生を受
け入れる。 

 

       
 

 
 
 
 
 
 

0.1  日本人専門家（チーフアドバイザー、５技術分野の専門家、業務調整員）をプロジェクトに配置する。
0.2  コア・インストラクタとサポーティングスタッフをプロジェクトに配置する。 
0.3  業務分掌を作成し双方から承認を受ける。 
0.4  プロジェクト実施計画を策定する。 
 
1.1  電力５技術分野（火力、配電、変電、水力、送電）の運転保守に関する現状・水準・教育体系・課題な

どを把握し分析する。 
1.2  既存の技術者を対象とした教育訓練とその関連政策を把握し、分析する。 
1.3  既存の技術資格認定制度を評価分析する。 
1.4  技術者養成のための個別の教育訓練の優先度と水準目標を把握し分析する。 
1.5  電力５技術分野の近代的な運転保守に関するカリキュラムを開発する。 
 
2.1  一般教員が現在使用している近代的な電力５技術分野の運転・保守のための教材を把握し、分析する。
2.2  コア・インストラクタが提供された書籍資料を使用して電力５技術分野についての近代的な知識を得る。
2.3  日本からの派遣専門家が提供した知識を、ベトナムの文化的コンテクストに適合させ、議論して向上さ

せるための打ち合わせ会議が、ベトナム側の自主的な取り組みとして定期的に開催する。 
2.4  電力５技術分野に関する近代的な運転・保守のための教材を開発する。 
 
3.1 コア・インストラクタと一般教員が現在採用している電力５技術分野の運転・保守のための教育訓練方

法を把握し分析する。 
3.2 日本でカウンターパート研修を実施する。 
3.3 コア・インストラクタが提供された書籍資料を使用して知識を得る。 
3.4 ベトナム固有の環境に適応するように（ベトナム側が主体となって）教授法等に関する勉強会を定期的

に開く。 
 
4.1  電力５技術分野の近代的な運転・保守のための教育訓練を、日本人派遣専門家の支援により実施する。
 
5.1  上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機器の必要性を把握し分析す

る。 
5.2  教育訓練設備、機器を購入する。 
5.3 教育訓練設備を使用した教育法のトレーニングを行う。 
5.4 教育訓練設備の予防的保守管理技術講習を実施する。 
 
 

 
日本側 

 
A.  専門家（長期・短期）お

よび要員の派遣 

 

（1）長期派遣専門家 

a. チーフアドバイザー 

b. 業務調整員 

c. 火力発電 

d. 配電 

e. 変電 

f. 水力発電 

g. 送電 

 

（2）長期派遣専門家 

双方の協議によって、その

専門分野の必要性が確認

された時は、適切な数の短

期専門家が派遣される。 
 

B. カウンターパート研修 

具体的な人数と機関につい

ては別途協議の上決定する。
 

C. 機材の供与 
 

 

 
ベトナム側 

 
A.  C/P などの要員の提供 

 

 

（1）フルタイムのカウンターパート

a. 業務調整員 

b. 火力発電 

c. 配電 

d. 変電 

e. 水力発電 

f. 送電 

 

 

（2）サポーティングスタッフ 

秘書、通訳、プロジェクトに必要

な運転手。具体的な数量はプロジ

ェクトにおける必要性に基づいて

決定される。 
 
B. ローカルコスト 

本プロジェクトに関連するローカル

コスト、例えば教育訓練施設、事務

室、建物、国内旅費、その他諸経費

の負担に関し適切な予算措置を講ず

る。 
 

C. JICA 供与機材を保守するための適

切な予算措置を講ずる。 
 

＜前提条件＞ 
 

j. ベトナムにおける政
治・経済情勢が現状
の水準の安定度を保
つ。 

k. ＥＶＮが電力システ
ムの近代化を推進す
る。 

 



 網掛：修正箇所 下線：要検討  PDM 改訂案 ベトナム国 電力技術者養成プロジェクト 
 
実施期間:  2001 年 3 月 30 日～2006 年３月 29 日（5 年間） 
実施機関：ベトナム電力公社（EVN: Electricity of Vietnam）       プロジェクト・サイト:EPC (Electric Power College)  
ターゲット・グループ： EVN（どのエリア？）の現場指導者 

修正履歴:中間評価実施前（2004 年 4 月 9 日「対処方針会議」時点）   

プロジェクトの要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 
＜関連する政策目標＞ 

ベトナム国の電力設備が効率的に運転保守され
る。 
 

 
設定可能であれば、指標を検討。 

  

＜上位目標＞ 
1. ベトナムにおいて（全体？）、現場電力技術者

の運転保守技術が向上する。 
 
 
2. 本プロジェクトで開発された研修コースの実

施がベトナム全体に拡大する。 

 
1.1 どのような指標が可能か要検討。（プロジェクト期間中に受

講した現場指導者にフォロー調査を行い、その職場全体の
運転保守技術の向上度合いをみる？） 

 
2.1 研修を受講済みの現場指導者の数が増加する。（目標値＿

名） 
 
2.2 研修コースが EPC 以外の機関（EES２、EES３、その他）

に導入される。 
 

 
1． 要検討 
 
 
 
2.1 EPC の研修記録、各関係会社（subsidiaries）

の受講者記録 
 
2.2 EVN 資料 
 

 
a. EVN が全ての部署において、近

代的な運転保守のための資機材
の更新を継続する。 

＜プロジェクト目標＞ 
EPC（要検討）が、電力５技術分野（火力発電、
配電、変電、水力発電、送電）の運転・保守に関
する技術指導に知見を持った現場技術者を、持続
的に養成できるようになる。 
 

（プロジェクト終了時における状況） 
 
1． 研修コース受講者（＝プロジェクト期間中にコースを受講し

た現場指導者）の習得度（知識、技能、心構え） 
 
2． 研修コース受講者のうち、認定資格を受領した割合 
 
3． 研修コース受講者のうち、研修習得内容を現場で活用して

いる人の割合（一般技術者への OJT、運転保守業務など）

 

 
 
1．  受講者に対する理解度テスト結果、受講後

の受講者によるプレゼンテーションなど 
 
2．  EPC または EVN の記録 
 
3． 研修コース受講者へのフォローアップ調査

 
b. EVN の人材育成計画における

EPC の役割に変化がないこと。
（変更の可能性あり） 

 
c. コア・インストラクタと教員から

教育訓練を受講した EVN の職員
が、現場の技術者に対して OJT
を通じて指導をする役割を果た
す。 

 
＜成果＞ 

0. プロジェクト実施体制が確立する。 
 
0.1 C./P と日本人専門家の配置状況 
0.2 C/P のレベル 
0.3 プロジェクトの実施体制 
 

 
0.1 名簿 
0.2 関係者へのインタビュー 
0.2 実施体制図 
 

1． EPC において教育訓練カリキュラムが開発
される。 

1.1 開発された研修コースの数と内容 
 
1.2 開発された研修コースがベトナムの現場ニーズ（電力設備

に係る運転保守の実情）に適合する度合い 
 

1.1.1 研修実施計画（スケジュールと予定受講者）

1.1.2 各研修コースの摘要 
1.2.1 EVN マネージャー、C/P、日本人専門家へ

のインタビュー 
1.2.2 研修コース受講者へのアンケート 
 

 
d. 教育訓練を受講したＥＶＮの教

員がカリキュラム、教授法の変更
や向上を図ることに対して、ＥＶ
Ｎが指示・支援をする。 

 
e. 教育訓練を受講したコア・インス

トラクタや教員が EPC に勤務し
続ける。 
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プロジェクトの要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 
2． EPC において教材が開発される。 
 
 

2.1 開発されたベトナム語の教材の数と内容 
2.2 開発されたベトナム語の教材がベトナムの現場ニーズ（電

力設備に係る運転保守の実情）に適合する度合い 
 

2.1 開発されたベトナム語の教材 
2.2.1 EVN マネージャー、C/P、日本人専門家へ

のインタビュー 
2.2.2 研修コース受講者へのアンケート 
 
 

3． 電力 5 技術分野の運転・保守の指導ができる
カウンターパート（コア・インストラクタ）
が養成される。 

3.1 コア・インストラクタの能力向上の度合い（どのように測
定、評価すべきか要検討。） 

3.2 コア・インストラクタが現場技術を習得する。 
 
3.3 養成された全てのコア・インストラクタが、開発された研

修コース（ベトナム語を使用）を単独で実施できる。 
 
3.4 養成された全てのコア・インストラクタが、研修コースの

評価し、改善できる。（PCDA Cycle） 
 
 

3.1.1 コア・インストラクタの自己評価 
3.1.2 日本人専門家による評価 
3.2.1 コア・インストラクタの自己評価 
3.2.2 日本人専門家による評価 
3.3.1 日本人専門家による評価 
3.3.2 コア・インストラクタの自己評価 
3.3.3 受講者へのアンケート 
3.4.1 コア・インストラクタの自己評価 
3.4.2 日本人専門家による評価 
 

4． カウンターパート（コア・インストラクタ）
によって、教員や現場技術者を対象として電
力技術者を養成するための指導者養成の研修
プログラムが実施される。 

4.1  プロジェクト期間中の研修受講者数（目標__名） 
4.2 プロジェクト期間中の研修実施回数（目標__回） 
4.3 研修受講者の研修に対する満足度 (ニーズに合っているか、

活用できそうか等） 
 

4.1 研修記録 
4.2 研修記録 
4.3 研修受講者へのアンケート 

5． 上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施
するために必要な教育訓練資機材が活用され
る。 

5.1 教育訓練資機材の稼働率（活用頻度） 
5.2 教育訓練資機材が研修目的に適合する度合い 
5.3 全てのコア・インストラクタが提供された教育訓練資機材

を用いて研修コースを実施することができる。 
 

5.1 利用状況記録（または C/P へのインタビュ
ー） 

5.2.1 C/P と日本人専門家へのインタビュー 
5.2.2 研修受講者へのアンケート 
5.3.1 コア・インストラクタの自己評価 
5.3.2 日本人専門家による評価 
 

6.  成果１～５の継続を指向した研修実施体制が
構築される。 

 
 
 
 
 

6.1 EVN により承認されたコア・インストラクタの役割（トレ
ーニングコースの計画、講義の実施、教材・資機材の管理）

6.2 EVN により承認された EVN 関係会社との連携体制 
6.3 本研修受講と技術認定資格付与の関係 
6.4 養成されたコア・インストラクタの配置計画 
6.5 コア・インストラクタの増員計画 
6.6 EES１および EES２への研修拡張計画 
6.7 予算措置 
6.8 研修実施計画（スケジュール、受講者数など） 
 

？ 

 
f.  
 
 
g.  

 

   



 
 ＜活 動＞ ＜投     入＞ ＜外部条件＞ 

 
h.  
 
 
i.  
 

       
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.1  日本人専門家（チーフアドバイザー、５技術分野の専門家、業務調整員）をプロジェク
トに配置する。 

0.2  資格要件を満たすコア・インストラクタとサポーティングスタッフをプロジェクトに配
置する。 

0.3  業務分掌を作成し双方から承認を受ける。 
0.4  プロジェクト実施計画を策定し、双方から承認を受ける。 
 
1.1  電力５技術分野（火力、配電、変電、水力、送電）の運転保守に関する現状・水準・教

育体系・課題などを把握し分析する。 
1.2  既存の技術者を対象とした教育訓練とその関連政策を把握し、分析する。 
1.3  既存の技術資格認定制度を評価分析する。 
1.4  技術者養成のための個別の教育訓練の優先度と水準目標を把握し分析する。 
1.5  電力５技術分野の近代的な運転保守に関するカリキュラムを開発する。 
 
2.1  一般教員が現在使用している近代的な電力５技術分野の運転・保守のための教材を把握

し、分析する。 
2.2  コア・インストラクタが提供された書籍資料を使用して電力５技術分野についての近代

的な知識を得る。 
2.3  日本からの派遣専門家が提供した知識を、ベトナムの文化的コンテクストに適合させ、

議論して向上させるための打ち合わせ会議が、ベトナム側の自主的な取り組みとして定
期的に開催する。（Standing Working Group を通じて？） 

2.4  電力５技術分野に関する近代的な運転・保守のための教材を開発する。 
 
3.1 コア・インストラクタと一般教員が現在採用している電力５技術分野の運転・保守のた

めの教育訓練方法を把握し分析する。 
3.2 日本でカウンターパート研修を実施する。 
3.3 コア・インストラクタが提供された書籍資料を使用して知識を得る。 
3.4 ベトナム固有の環境に適応するように（ベトナム側が主体となって）教授法等に関する

勉強会を定期的に開く。 
3.5 関係会社での OJT、関係会社の技術者を交えたワークショップを実施する。 
 
4.1  電力５技術分野の近代的な運転・保守のための教育訓練（研修コース）を、日本人派遣

専門家の支援により実施する。 
4.2  研修コースを評価する。 
4.3  研修コースを改善する。 
 
 
5.1  上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機器の必要性

を把握し分析する。 
5.2  教育訓練設備、機器を購入する。 
5.3 教育訓練設備を使用した教育法のトレーニングを行う。 
5.4 教育訓練設備の予防的保守管理技術講習を実施する。 
 
6.1  成果 6 のための活動を列挙 
・・・・・ 
 

 
日本側 
A.  専門家（長期・短期）および要員の

派遣 
 
（1）長期派遣専門家 

a. チーフアドバイザー 
b. 業務調整員 
c. 火力発電 
d. 配電 
e. 変電 
f. 水力発電 
g. 送電 
 

（2）長期派遣専門家 
双方の協議によって、その専門分野

の必要性が確認された時は、適切な

数の短期専門家が派遣される。 
 
 

B. カウンターパート研修 
具体的な人数と機関については別途協

議の上決定する。 
 

 
 

 
C. 機材の供与 
 

 

 
ベトナム側 
A.  C/P などの要員の提供 
 
 
（1）フルタイムのカウンターパート

a. 業務調整員 
b. 火力発電 
c. 配電 
d. 変電 
e. 水力発電 
f. 送電 

 
 

（2）サポーティングスタッフ 
秘書、通訳、プロジェクトに必要

な運転手。具体的な数量はプロジ

ェクトにおける必要性に基づいて

決定される。 
 
B. ローカルコスト 
本プロジェクトに関連するローカル

コスト、例えば教育訓練施設、事務

室、建物、国内旅費、その他諸経費

の負担に関し適切な予算措置を講ず

る。 
 

C. JICA 供与機材を保守するための適

切な予算措置を講ずる。 
 
 
 

＜前提条件＞ 
 

j. 
 
k.  
 
 
 

 



PDM‐1 ベトナム国 電力技術者養成プロジェクト  
 
実施期間:  2001 年 3 月 30 日～2006 年３月 29 日（5 年間） 
実施機関：ベトナム電力公社（EVN: Electricity of Vietnam）       プロジェクト・サイト:EPC (Electric Power College)   
ターゲット・グループ： EVN の現場技術者 
 
用語注：「コア・インストラクタ」＝本プロジェクトで開発される Off-JT 研修を継続的に実施・計画する EVN および EPC 職員 

修正履歴 3:中間評価時（2004 年 4 月 26 日）   

プロジェクトの要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 
＜スーパーゴール＝将来の方向性＞ 

 
ベトナム国の電力設備が効率的に運転保守
される。 

 
 
（発電所事故率の減少、送配電ロス率減少、運転保守
にかかるコスト削減など、様々なものが考えられる）

  
 
 

＜上位目標＞ 
 
1. 本プロジェクトで開発された研修コー

スの実施が拡大・発展する。 
 
 
 
 
 
2． 現場技術者の近代的な運転保守にかか

る能力が向上する。 
 

 
 
1.1 研修を受講済みの現場技術者の数が増加する。

 
1.2 研修コースが EPC 以外の機関（EES２、EES

３、その他）に導入される。 
 
1.3 コース内容が追加・改善される 
 
2 現場技術者の運転保守にかかる知識・技術・心

構えの向上 
 

 
 
1.1 EPC の研修記録、各関係会社の受講者記

録 
1.2. EVN 資料 
 
 
1.3 追加・改善されたカリキュラム・教材 
 
2. 現場技術者の自己評価、同僚や上司の評

価等 

 
 
a. 近代的な運転保守のために、資機材が更新され続け

る。 

＜プロジェクト目標＞ 
 
EPC が、電力５技術分野（火力発電、配電、
変電、水力発電、送電）の運転・保守に係る
体系的な知見をもった現場技術者を、持続的
に養成できるようになる。 
 
 

 
 
習得内容の現場での活用度（受講後数ヵ月後の状態）

 

 
 
研修コース受講者（プロジェクト期間中）への
フォローアップ調査 

  

 
 
b. EVN 本部とコア・インストラクタは関係会社と連携

し電力セクターの現場技術者を養成し続ける。 
 
c. EVN 本部はコア・インストラクタと共に、関係会社

の協力を得てカリキュラムや教材の向上を図ってい
く。 

 
d. EVN 本部は上記に応じ、新規コア・インストラクタ

を養成する 
 
e. 研修コースを受講した現場技術者は、その成果を職場

の OJT に取り込んでいく。 
＜成果＞ 

0. プロジェクト実施体制が確立する。 
 
0.1 カウンターパートと日本人専門家の配置状況 
0.2 カウンターパートの能力や経験 
0.3 プロジェクトの実施体制 
 

 
0.1 名簿 
0.2 カウンターパートの履歴 
0.3 実施体制図 
 

 
f. 養成されたコア・インストラクタが、EPC に勤務し

続ける。 
   
 

Administrator
４．ＰＤＭ－１



プロジェクトの要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 
1． EPC において教育訓練カリキュラムが

開発される。 
1.1 開発された研修コースの数と内容 
 
1.2 開発された研修コースがベトナムのニーズ（運

転保守の実情・将来図）に適合する度合い 
 

1.1 研修実施計画 
 
1.2 研修コース受講者へのアンケート 
 

2． EPC において教材が開発される。 
 
 

2.1 開発されたベトナム語の教材の数と内容 
 
2.2 開発されたベトナム語の教材がベトナムのニ

ーズ（運転保守の実情・将来図）に適合する度
合い 

 

2.1 開発されたベトナム語の教材 
 
2.2.  研修コース受講者へのアンケート 
 
 

3. 電力5技術分野の運転保守の指導ができ
るコア・インストラクタが養成される。 

 

3.1 養成された全てのコア・インストラクタが、開
発された研修コース（ベトナム語を使用）を単
独で実施できる。 

 
3.2 養成された全てのコア・インストラクタが、研

修 コ ー ス を 評 価 し 、 改 善 で き る 。
（Plan-Do-Check-Action Cycle） 

 

3.1.1 コア・インストラクタの自己評価 
3.1.2 日本人専門家による評価 
3.1.3 研修コース受講者へのアンケート 
 
3.2 教材改訂版 (Version2) 
 

4． コア・インストラクタによって、運転保
守に関する体系的な Off-JT 研修コース
が実施される。 

 
 

4.1 プロジェクト期間中の研修受講者数 
（目標約 500 名） 

4.2 プロジェクト期間中の研修実施回数 
（目標 55 回） 

4.3 研修受講者の研修に対する満足度  
 

4.1 研修記録 
 
4.2 研修記録 
 
4.3 研修コース受講者へのアンケート 

5． 上記カリキュラムに基づいた教育訓練
を実施するために必要な教育訓練資機
材が活用される。 

 

5 全てのコア・インストラクタが提供された教育
訓練資機材を用いて研修コースを実施できる。

5.1 コア・インストラクタの自己評価 
5.2 日本人専門家による評価 
 

6. 成果１～５の継続を指向した研修実施
体制が構築される。 

 
⇒「指標」と「活動」については、在外基礎

調査結果もふまえ、EVN と関係者の合
意に基づき決定される（2004 年７月末
予定） 

 
 
 

（例） 
6.1 EVN により承認されたコア・インストラクタの

役割（トレーニングコースの計画、実施、管理）

6.2 養成されたコア・インストラクタの配置計画 
6.3 EPC と関係会社との連携体制 

（例：講師として派遣された技術者数、EVN に

より承認された、よりスムーズな連携を促進す

る仕組み） 
6.4 本研修受講と技術認定資格付与の関係 
6.5 コア・インストラクタの増員計画 
6.6 EES2 および EES3 への研修拡張計画 
6.7 プロジェクト終了後の研修継続に係る予算 
6.8 研修継続の実施計画（スケジュール、受講者数）

（例） 
6.1 EVN の公式文書 
 
6.2 同上 
6.3 同上 
 
 
 
6.4 同上 
6.5 EVN の研修継続計画 
6.6 同上 
6.7 同上 
6.8 同上 

 

  



 
 ＜活 動＞ ＜投     入＞ ＜外部条件＞ 

 

       
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.1  日本人専門家（チーフアドバイザー、５技術分野の専門家、業務調整員）をプロジェク
トに配置する。 

0.2  資格要件を満たすカウンターパートとサポーティングスタッフをプロジェクトに配置
する。 

0.3  業務分掌を作成し双方から承認を受ける。 
0.4  プロジェクト実施計画を策定し、双方から承認を受ける。 
 
1.1  電力５技術分野（火力、配電、変電、水力、送電）の運転保守に関する現状・水準・教

育体系・課題などを把握し分析する。 
1.2  既存の技術者を対象とした教育訓練とその関連政策を把握し、分析する。 
1.3  既存の技術資格認定制度を評価分析する。 
1.4  技術者養成のための個別教育訓練の優先度と水準目標を把握し分析する。 
1.5  電力５技術分野の近代的な運転保守に関するカリキュラムを開発する。 
 
2.1  一般教員が現在使用している近代的な電力５技術分野の運転・保守のための教材を把握

し、分析する。 
2.2  カウンターパートが提供された書籍資料を使用して電力５技術分野についての近代的

な知識を得る。 
2.3  日本からの派遣専門家が提供した知識を、ベトナムの文化的コンテクストに適合させ、

議論して向上させるための打ち合わせを、ワークショップやスタンディング・ワーキン
グ・グループを通じて定期的に開催する。 

2.4  電力５技術分野に関する近代的な運転・保守のための教材を開発する。 
 
3.1 カウンターパートが現在採用している電力５技術分野の運転・保守のための教育訓練方

法を把握し分析する。 
3.2 日本でカウンターパート研修を実施する。 
3.3 カウンターパートが提供された書籍資料を使用して知識を得る。 
3.4 関係会社での OJT を実施する。 
3.5 ベトナム固有の環境に適応するように（ベトナム側が主体となって）教授法等に関する

勉強会を定期的に開く。 
 
4.1  電力５技術分野の近代的な運転・保守のための教育訓練を、日本人専門家の支援と経験

を有する現場技術者の参加を得て実施する。 
4.2  研修コースを評価する。 
4.3  研修コースを改善する。 
 
 
5.1  上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機器の必要性

を把握し分析する。 
5.2  教育訓練設備、機器を購入する。 
5.3 教育訓練設備を使用した教育法のトレーニングを行う。 
5.4 教育訓練設備の予防的保守管理技術講習を実施する。 
 
6.1  「成果 6」のための活動を列挙 
・・・・ 

⇒2004 年７月までに決定予定。 

 
日本側 

 
A.  専門家（長期・短期）および要員の

派遣 
 
（1）長期派遣専門家 

a. チーフアドバイザー 
b. 業務調整員 
c. 火力発電 
d. 配電 
e. 変電 
f. 水力発電 
g. 送電 
 

（2）長期派遣専門家 
双方の協議によって、その専門分野

の必要性が確認された時は、適切な

数の短期専門家が派遣される。 
 
 

B. カウンターパート研修 
具体的な人数と機関については別途協

議の上決定する。 
 

 
 

 
C. 機材の供与 
 

 

 
ベトナム側 

 
A.  カウンターパートなどの要員の

提供 
 
（1）フルタイムのカウンターパート

a. 業務調整員 
b. 火力発電 
c. 配電 
d. 変電 
e. 水力発電 
f. 送電 
 
 

（2）サポーティングスタッフ 
秘書、通訳、プロジェクトに必要

な運転手。具体的な数量はプロジ

ェクトにおける必要性に基づいて

決定される。 
 
B. ローカルコスト 
本プロジェクトに関連するローカル

コスト、例えば教育訓練施設、事務

室、建物、国内旅費、その他諸経費

の負担に関し適切な予算措置を講ず

る。 
 

C.  JICA 供与機材を保守するための

適切な予算措置を講ずる。 
 
 
 

＜前提条件＞ 
 

 
 
 

 



【凡例】C/P＝カウンターパート、ＰＭ＝プロジェクト・マネージャー

【注】C/Pと専門家へのインタビューは全て質問票に基づく

評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源・情報収集方法

活動の進捗状況 プロジェクト進捗状況、計画と乖離した理由、モニタリング状況 プロジェクト資料、専門家へのインタビュー

実施上の課題とこれまでの取り組み プロジェクトの運営実施上の課題、これまでの取り組み プロジェクト資料、C/P・専門家・ＰＭへのインタビュー

実施体制と関係部署との連携状況 実施体制図 プロジェクト資料

連携状況 専門家・C/P・ＰＭ・EVN人事訓練局副部長へのインタビュー

C/Pの業務遂行状況 数・配置時期・能力（経験）の適切性 C/P・専門家へのインタビュー

コミュニケーション能力（主に英語力） C/P・専門家へのインタビュー

C/Pの積極性 C/P・専門家へのインタビュー

相手国実施機関の主体性 EVNおよびEPCのプロジェクトに対するオーナーシップ C/P・専門家へのインタビュー

過去２回の運営指導調査提言への対応状況 専門家へのインタビュー

上位目標の達成度（見込み）

開発された研修の拡大・発展見込み EVN副総裁・EVN人事訓練局副部長・PM・C/P・専門家へのインタビュー

現場技術者の運転保守能力向上の見込み 同上

プロジェクト目標達成度（見込み） 「EPCが電力５技術分野の運転・保守に係る体系的な知見をもった現場技術者を持続的に養成できる」度合い 同上

成果の達成度（一部見込み）

成果0 C/Pと日本人専門家の配置状況、C/Pの能力や経験、プロジェクトの実施体制 名簿、C/Pの履歴、実施体制図

成果１ 開発された研修コースの数と内容、ベトナムのニーズに適合する度合い 研修実施計画、各コースの摘要、ＰＭ・EVN人事訓練局副部長・C/P・専
門家へのインタビュー

成果２ 開発されたヴェトナム語教材の数と内容、ベトナムのニーズに適合する度合い 開発されたベトナム語の教材の数と内容、ＰＭ・EVN人事訓練局副部
長・C/P・専門家へのインタビュー

成果３ C/Pのコア・インストラクタとしての能力向上度合い、研修コースの実施、評価、改善を単独で実施できる見込み C/Pの自己評価、専門家による評価

成果４ プロジェクト期間中の研修受講者数、研修実施回数、受講者の満足度 研修実施計画　（計画達成見込みは専門家へのインタビュー）

成果５ 教育訓練資機材の活用度、コア・インストラクタによる研修時の資機材活用の可能性 資機材の視察、C/Pと専門家へのインタビュー

投入の実績 ベトナム側

＊プロジェクトに必要な人員 プロジェクト資料

＊プロジェクト実施に必要な経費と施設 プロジェクト資料

日本側

＊専門家派遣（長期、短期） プロジェクト資料

＊研修員受入（＝日本でのカウンターパート研修） プロジェクト資料

＊供与資機材 プロジェクト資料

評価グリッド： ベトナム国電力技術者養成プロジェクト(中間評価用）            　　　　　　　　　　　

（中間評価時点では、「プロジェクト目
標」の達成見込みを確認する。）

（中間評価時点では、「上位目標」が
プロジェクト終了3～5年後に達成され
るべく、プロジェクトが計画・実施され
ているかを確認する。）

　指標：研修取得内容の現場での活用度（受講後数ヶ月後の状態）

実施プロセス

プロジェクト実績

Administrator
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源・情報収集方法

1. 妥当性
ベトナムの電力セクター開発における現場技術者育成政策との適合性 プロジェクト資料、PM・EVN人事訓練局副部長・EVN副総裁へのインタ

ビュー
ターゲット・グループ（研修受講者）のニーズとの適合性（運転保守技術者の再訓練の必要性） PM・EVN人事訓練局副部長・EVN副総裁・C/P・専門家へのインタビュー

日本の国別援助計画 国別援助計画資料、プロジェクト資料

プロジェクト・サイト（ＥＰＣ）の適切性 プロジェクト資料、専門家・C/Pへのインタビュー

相手国の人材育成政策・体制（プロジェクトの枠組み）に係る準備状況 プロジェクト資料、専門家・C/Pへのインタビュー

2. 有効性 （目標達成度）
2.1 プロジェクト目標の達成度合い 「プロジェクト実績」に既述

プロジェクトの目標は達成される見込
みか

2.2 阻害・促進要因、成果・外部条件
との因果関係

阻害・促進要因の確認、新たに追加すべき「成果」「活動」の確認 専門家・C/P・EVN副総裁・人事訓練局副部長・PMへのインタビュー

3.  効率性
C/Pの配置、供与施設、プロジェクト運営費の適正度 プロジェクト資料、C/P・専門家へのインタビュー

C/Pの業務管理体制 専門家・PM・EVN人事訓練局副部長・EVN副総裁へのインタビュー

専門家派遣、研修員受入、供与機材の適正度 プロジェクト資料、C/P・専門家へのインタビュー

3.2 「成果」の達成度 「プロジェクト実績」に既述

プロジェクト運営委員会、合同調整員会の実施状況 プロジェクト資料、専門家・ＰＭへのインタビュー

日本側の支援体制の状況（ＪＩＣＡ事務所・本部、国内委員会） 専門家へのインタビュー

4.  インパクト
「プロジェクト実績」に既述

C/P・専門家へのインタビュー

C/P・専門家へのインタビュー

5.  自立発展性

5.2 財政的自立発展性 EVNの研修予算の確保、財政支援の継続性（特に分割後の資金出所の確認） EVN副総裁・人事訓練局副部長・PMへのインタビュー

コア・インストラクタへの技術移転度 C/P・専門家・PMへのインタビュー

養成されたコア・インストラクタの定着度 C/P・専門家・PM・人事訓練局副部長へのインタビュー

コア・インストラクタの増員養成計画 EVN副総裁・人事訓練局副部長・PM・専門家へのインタビュー

機材維持管理能力 専門家・ＰＭへのインタビュー

5.4 自立発展性の阻害・促進要因 本プロジェクトで開発された研修コースが、継続実施されるために必要な条件など C/P・専門家・PM・EVN副総裁・人事訓練局副部長へのインタビュー

プロジェクトの継続実施体制、電力セクター分割化におけるEPCの今後の位置付け EVN副総裁・人事訓練局副部長・PMへのインタビュー

プラスの波及効果の事例

マイナスの波及効果の有無確認

プロジェクトは効率的に実施されてい
るか。

3.3 プロジェクトの支援体制

3.1「投入」の適正度

ＪＩＣＡの協力終了時後、その効果は
持続するか。

5.3 技術的自立発展性

4.1上位目標の達成の見込み

4.2 上位目標以外のプラスの影響

4.3 マイナスのインパクト

5.1 組織的自立発展性

プロジェクトの長期的、波及的効果は
あるか。

1.3 プロジェクトの計画内容やアプ
ローチの適切性

プロジェクト実施の正当性、必要性は
あるか。

1.1 ベトナムの電力セクターにおける
本プロジェクトの必要性

1.2　日本の開発援助政策との適合
性



回答者：在任中のチーフ・アドバイザー（CA）および各分野の長期専門家　（計６名） 注）「理由・コメント」部分は、代表的な意見および特記すべき分野別のコメントを記載。

０．プロジェクト実施のプロセス (Implementation Process) に係る質問

大質問 小質問 1 2 3 0 理由・コメント

0.1.1 プロジェクトの当初計画と比較し、現在の進捗は順調ですか。
遅延してい
る(2)

ほぼ計画ど
おり (3)

計画どおり
(1)

0.1.2 計画通りでない場合、計画と乖離した理由をお伝えください。

0.1.3 計画通りでない場合、今後２年間の対処をお伝えください。

0.2.1 プロジェクト活動をどのようにモニタリングされていますか。

0.2.2 いつもPDMを基本に（参照して）モニタリングをしていますか。
していない
(1)

ほぼしている
(5)

十分にして
いる

0.2.3 PDMで修正すべき点があれば、お伝えください。

0.3.1
C/Pの数は適切ですか。（03上半期報告書では不足とされていましたが、現在
の状況をお伝えください。）

不足(2) ほぼ適切(2) 適切(2)

0.3.2 C/Pの配置時期は適切でしたか。 不適切(2) ほぼ適切(2) 適切(2) わからない 不適切との回答は、【火力】と【配電】。

0.3.3
C/Pの担当業務に対する能力や経験は十分ですか。不十分な場合、それはど
のような点かお伝えください。

不十分(5) ほぼ十分（1) 十分

0.3.4 C/Pの業務に対する姿勢は十分に積極的ですか。 不十分（2） ほぼ十分(4) 十分

0.3.5 C/Pの英語力は技術移転を受けるのに十分ですか。 不十分（2） ほぼ十分（3） 十分（1)

0.3.6
上記(0.3.1～0.3.5)に問題がある場合、現在どのように対処なさっているかお伝
えください。

0.4.1 EVNのプロジェクトに対するオーナーシップは十分ですか。 不十分(5） ほぼ十分（1) 十分

0.4.2 EPCのプロジェクトに対するオーナーシップは十分ですか。 不十分(5) ほぼ十分（1) 十分

0.5.1 パートタイムC/Pのスムーズな配置（2001年9月ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ） 不十分（3） ほぼ十分(1) 十分（1)
わからない
（1)

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑC/Pについては配置はされているが、こちらの必要なときに、必要な期間配置するこ
とが難しくなっている。

0.5.2 C/Pに対する英語教育（2001年9月） 不十分 ほぼ十分(4) 十分（1)
わからない
（1)

延べ13人のC/Pが英語研修を受講した。

0.5.3 EPCの位置付けの明確化（2001年9月） 不十分(5) ほぼ十分 十分
わからない
（1)

2nd JCC(2003.3.14)に基づき、現在、在外基礎チームと協働して検討を進めている。

0.5.4 コア・インストラクタの今後の活用計画の検討（2001年9月） 不十分(6) ほぼ十分 十分 わからない 2nd JCCに基づき、現在、在外基礎チームと協働して検討を進めている。

0.5.5 情報や資料の提供にかかる手続きの円滑化（2003年3月） 不十分 ほぼ十分(6) 十分 わからない
資料収集のための新規程がプロジェクトに提示された。ただし、それが守られていないという
声も一部あり【火力】。

0.5.6 現場（関連会社）とのネットワーク構築（2003年3月） 不十分（1) ほぼ十分(5) 十分 わからない すべてのC/Pがe-mailを使用できるようになった。

0.5.7
上記(0.5.6)を受けてStanding Working Groupが送電分野で設立されましたが、ご
担当分野においてもこのような活動を計画されていますか。

0.5.8
ＥＶＮの人材育成基本計画に基づく、プロジェクトの持続的運営体制の検討
（2003年3月）

不十分(5) ほぼ十分 十分
わからない
（1)

2nd JCCに基づき、現在、在外基礎チームと協働して検討を進めている。

0.5.9 現在実施中の在外基礎調査は、上記(0.5.8)に貢献すると思われますか。

0.6　プロジェクト実施の阻害要因
0.6.1

現在、プロジェクトのスムーズな実施を阻害する要因や問題があれば、お伝えく
ださい。

0.2. プロジェクト活動のモニタリング

0.1 プロジェクトの進捗状況

各電力会社訪問の準備遅れに伴う実態分析遅れ。／在外基礎調査支援業務等により，専門家による教材（英語）作成遅延。

研修コースの実施と並行して精力的に作業を進めていく。

在外基礎調査チームの成果を反映すべき。

四半期に一度、Report"Present Situation of the Project"を改訂しながら、進捗等を確認している。

半期に一度、進捗等を確認している（半期レポートの作成）。

0.4 ベトナム側のオーナーシップ

0.3 C/Pの配置状況

特になし。【火力】C/Pの資質、人数の不足。

①現場経験不足を補うための現場研修を実施している。②教員としての経験不足は，EPCにおける研修（例：配電会社新入社員研修，カンボジア
研修）へ参画させて補っている。

0.5　これまでのJCCミーティング（運
営指導調査時）の提言にかかるベト
ナム側の対応状況

送電分野のSWGについて設立計画書を作成しEVNに提出している。EVNの同意を得ているが、現在設立手続き中。その他の分野についてはEVN
のニーズを見極めて対処する。

経営の３計画（人・設備・資金）の連携のもとに人材育成は進められるべきというのが基礎調査チームの主張であり、これをEVNが完全に理解すれ
ば、人材育成計画が立案され、研修の持続的運営体制も定まると思う。

C/P増員要望に対し、【火力】のPart-Time C/P（スポット的）は要望どおり派遣されなかった。現状では【送
電】のFull-Time C/P１人が未だ派遣されておらず不足している。

【水力】を除き全員が不十分と回答。
＜不十分な点＞現場経験の不足、担当分野の知識の不足、講師経験の不足

取り組み姿勢は真摯である。

教材の英越翻訳は日々コツコツと実施している。通常会話程度では問題ない。議論になると越語（越英通
訳が必要）。／十分ではないが、こちらが徐々に慣れてきたため何とかなるようになった。

窓口であるEVN人事訓練局単独では難しい。本来ならEVN設備主管部門が研修カリキュラムをつくるべ
き。在外基礎調査チームと協働し本店の持つべき機能を提案したい。

EPC単独では難しい。EVN H.Q.、特に設備主観部門との連携が不可欠。コア・インストラクターの役割の確
立過程の中で、本店との強力な連携の必要性を説いていく。

予定どおり、本年4月よりC/Pによる講義を開始。【配電】と【変電】では遅延。

Administrator
６．長期専門家に対する質問票の回答集計結果



大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメン

1.1.1
プロジェクト終了までに成し遂げる活動計画に対して、現在どのくらい達成しています
か。

20%以下 40%（1) 60%（1） 80%以上（4） 40％は【配電】、60％は【火力】。その理由はコ

1.1.2
現地調査の実施（活動1.1～1.4）により、カリキュラム開発に必要な情報が得られまし
たか。

得られなかっ
た（1)

ほぼ得られ
た(4)

十分得られ
た

わからない
（1)

調査結果は2002年のActivity Reportとして纏
ベトナムにおいて必要とされている技能につい

1.1.3
現状調査により明らかになった点は何ですか。
（例：運転保守にかかる現状・水準・教育体系・課題、教育訓練政策、資格認定制度、
教育訓練の目標水準や優先度）

1.1.4
開発された訓練コース（活動1.5）の数は必要とされる人材育成の面から十分でしょう
か。

十分でない
（2）

ほぼ十分(4) 十分

1.1.5
開発された訓練コース（活動1.5）の数はプロジェクトの期間・人員に照らし適当でしょう
か。

少なすぎる 適当(5) 多過ぎる（1)

1.1.6
開発された訓練コース（活動1.5）の質は十分でしょうか。特に、ベトナムのニーズに
あっているか、という点でご判断ください。

十分でない ほぼ十分(6) 十分

1.1.7 成果１の達成のための課題は何ですか。

1.2.1
プロジェクト終了までに成し遂げる活動計画に対して、現在どのくらい達成しています
か。

20%以下（1) 40%(3) 60%（2） 80%以上 20％以下は【変電】、60％以上は【水力】と【送

1.2.2
ご担当されているコースのうち、ベトナム語の教材を作成済みのコースはいくつありま
すか。

1.2.3
全ての教材（ベトナム語）をプロジェクト期間中に開発することは可能と思われます
か。

不可能 ほぼ可能 十分可能(6)

1.2.4
一般教員がプロジェクト前に使用していた教材内容を、十分に把握することはできまし
たか（活動2.1）。

不十分 ほぼ十分 十分

そもそも体系
的な教材が
存在しない
(6)

1.2.5 開発されたベトナム語の教材は、ベトナムの実情に適合していますか（活動2.3）。
適合していな
い

ほぼ適合(5) 十分に適合
わからない
(1)

これを今後２年間で確認し、必要に応じ加除訂
【変電】教材自体の開発が遅れているため，十
【送電】現在、日本の教材を英訳したものをベ
査等を利用してベトナムではどうしているかと
いてC/Pがベトナムの実情に合わせるべくモデ
【配電】無停電工法については，配電会社のう
いるが，直接活線方式。他社は工法自体未実
実施。ハノイＰＣ１社にプロトタイプがあるのみ
ＥＶＮが公式に表明しているニーズには適合。

1.2.6 C/Pが教材をベトナムの実情に適合させることは可能ですか。 不可能(2) ほぼ可能(3) 十分可能
わからない
(1)

現場ベテラン技術者の協力が不可欠。「C/Pの

1.2.7
可能でないとすれば、どのような対策をとっておられますか。（または、とられるべきで
すか。）例：ワーキンググループ設立による現場との情報交流

1.2.8 成果２の達成のための課題は何ですか。

訓練コースは、2nd JCC(2003.3.14)で合意されたキーカリキ
対象としている。プロジェクト完了後、対象電力設備（技術）
ながら、EVN H.Q.とEPCは、EVN関係会社（現場）と協力し継
の拡充等）が不可欠。
【火力】と【配電】不十分。
【火力】開発すべきコースの全体像（将来像）を明確にした上
選。
【配電】現地調査結果が十分でなく、事実をしっかり把握した

体系だった人材育成（社員教育）がなされていなかった。【配電】資格制度（社内階級制度）の一部のみ
スタッフの資格体系、求められる能力、業務内容、業務実施にあたっての準拠基準、教材の妥当性、

現場ベテラン技術者の協力。研修コースの実施結果をもとにPDCAを回してスパイラルアップを図るこ

現場ベテラン技術者の協力。C/Pのやる気。【火力】マンパワー。

C/P１人当たり２．５コース。【送電】3名のフルタイムC/Pが揃
C/Pの資質を考慮すると負担大。

訓練コースは、2nd JCC(2003.3.14)で合意されたキーカリキ
コース実施の中で現場ベテラン技術者等との議論を通じ、必
ある。

C/P１人当たり２．５コース。

1. プロジェクトの各成果(Outputs)にかかる質問

1.1　カリキュラムの開発（成果１）

送電分野のWGは、これを主要目的としている。他には、EVN H.Q.を通じ１回目の講義に現場ベテラン
を「講義＋ディスカッション」の構成とすることで、モディファイ作業を同時に進める予定。（本年４月８－
めたWorkshopで協力を依頼）

全体コース数　（ 　55　　）　　うち教材（ベトナム語）作成済みのコース数（　　24　 ）[Ver. 1.0]

1.2　教材の開発（成果２）



1.3.1
プロジェクト終了までに成し遂げる活動計画に対して、現在どのくらい達成しています
か。

20%以下 40%(1) 60%(5) 80%以上

1.3.2
一般教員がプロジェクト前に採用していた教育訓練方法を、十分に把握することはで
きましたか（活動3.1）。

不十分 ほぼ十分 十分

そもそも体系
的な方法が
存在しない
(6)

【送電】一般教員の教育方法は、自分のノート
質問があったら答えるという、ある意味一方的

1.3.3 日本での研修はC/Pの養成に有効でしたか。 有効でない ほぼ有効(2) 大変有効(4)

1.3.4
ベトナム国内でのC/P研修（長期・短期専門家による研修・ワークショップ、現場研修）
は、C/Pの養成に有効でしたか。特に有効であった研修方法をお伝えください。

有効でない ほぼ有効(1) 大変有効(5)

1.3.5 教授法にかかる勉強会（活動3.4）は定期的に行われていますか。 行っていない 行っている
今後行う予
定(6)

行う必要は
ない

今後、C/Pがレクチャーしながら向上を目指す
【送電】不定期な実施ではあるが、これまで、C
は、マンツーマンでの講義を何回か実施してき
説明の仕方等、技術移転を行う中で実施して

1.3.6
C/Pの習得度や能力を測る方法として、ご自身はどのような評価方法を採用されてい
ますか。（インタビュー時に資料もご用意ください）

1.3.7 上記(1.3.6 )によると、C/Pの能力はプロジェクト実施を通じて、向上していますか。
向上がみら
れない

一定の向上
がみられる
(5)

大変向上が
みられる(１)

わからない
議論の論点が絞れるようになってきている。最
め方について自発的な提案がある。英語能力
いる。　【水力】「大変向上がみられる」。カンボ

C/Pの能力は今年度より開催する訓練コースのコア・インストラクタになるにあたり、十
分だと思われますか。

不十分 ほぼ十分 十分

1.3.8  - Full time C/P（該当する人数を各欄にご記入ください） 11人(EPC) 3人(Sub.)

1.3.9  - Part time C/P（該当する人数を各欄にご記入ください） 2人(EVN H.Q.) 1人(Sub) 3人(Sub)

1.3.10 最終的に上記のC/Pのうち何名をコア・イントラクタとして養成する予定ですか。

1.3.12 成果３（C/P養成）の今後の課題は何ですか。

1.4　現場技術者の養成研修の実施
（成果４） 1.4.1

プロジェクト終了までに成し遂げる活動計画に対して、現在どのくらい達成しています
か。

20%以下(6) 40% 60% 80%以上

1.4.2 開発した全てのコースをプロジェクト期間中に実施することは可能と思われますか。 不可能 ほぼ可能(1) 十分可能(5)

1.4.3
ご担当のコースにおいて、プロジェクト期間中に計何名の受講者を予定されています
か。

1.4.4
受講者の募集方法をお伝えください。コース内容にあった受講者を募集するための工
夫点は何ですか。

1.4.5

各研修実施後に、研修受講者による研修評価アンケートを実施する予定とのことです
が、どのような質問項目を想定されていますか。
（例：コース内容・教材がニーズに合っているか、コース内容・教材が現場で活かせそ
うか、インストラクターによる指導方法は十分か、訓練機材は現場に合っているか）

1.4.6
各C/Pの教授内容に対し、ご自身は何らかの評価を実施される予定ですか。実施され
るとすれば、どのような方法を想定されていますか。

Full time C/P （　　14　　）名、　Part time C/P （　　1　　）名 　　　

＜十分でない場合の理由・阻害要因＞

＊短期専門家による集中研修（短期間での効率的な技術移
＊現場研修（実務経験を積ませる、人的ネットワーク作り）
＊メーカー技術者を招いて実務を担う技術者と共に受講した
＊カンボジア人技術者への技術移転を目的とした研修への

【CA】「講義実施面」では対象者を講義に引き付ける工夫をしているか否か（例：事故事例の紹介等）。
ける工夫をしているか否か等。　【火力】テキスト＋αをC/Pがどのように示せるか？また参加者から引
ブであるか？ＯＡ機材を活用できているか？次に議論、検討の場を設定し、適当な方向付けを行って
出せるか？技術の要点や理解すべきポイントを整理し、伝えたか？次ステップへ進む前に参加者の理
電】評価表を作成し、C/P,長期専門家の双方で評価することを考えている。

例示のとおり。加えて、コース（教材）の内容への提案（有益か否か、改善点はあるか、追加すべき項
対象の適切性、講義の方法の適否（改善すべき点）、情報を共有する機会としてのディスカッションは

全体では約500名。基本的には2003年度半期報告書に添付した実施計画書に示すとおりであるが、現
下記に示すWorkshop (本年4月8-9日）での結論に基づく。

募集レターへの参加募集人員の条件の記載（全分野共通の方法を採用）。EVN H.Q.関係部局関係者
技術者の理解（本年４月８－９日に、左記関係者とのWorkshopを開催し、理解浸透を図る）。

【CA】の判定を採用。不十分の理由は現場経験不足。　　　

同上　　　　  

ＰＪ活動への意欲が向上した。教材作成にあたって共通認識
【CA】ただし、受け入れ先の協力を得た詳細研修計画を立案

1.3　C/Pの養成（成果３）

2003年度半期報告書に添付した実施計画書に示すとおり。

定量的な指標は持ち合わせておらず、質問内容などから定性的に判断。今後の講義でのパフォーマン
に特別な評価方法は取り入れていない。今後、講義実施の中で、特に聴講者を講義に引き付ける工夫
つける工夫等の「講義実施面」、講義後の内容修正、次回講義へ向けた工夫等の「計画面」で評価した

C/Pの「講義実施面」と「計画面」の能力向上。現場での継続的な実践トレーニング。実践的な理論の



1.4.7
現時点での計画では、プロジェクト期間中に各コースを１回ずつ実施する予定だと理
解しています。プロジェクト終了後に、各コースをコア・インストラクタが独自に改善して
いくことは可能と思われますか。

不可能(1) ほぼ可能(5) 十分可能

1.5.1
プロジェクト終了までに成し遂げる活動計画に対して、現在どのくらい達成しています
か。

20%以下(1) 40%(1) 60% 80%以上(4) ほぼ全ての資機材が調達済だが、その利用や
は今後の課題。

1.5.2 調達された資機材の数は、C/P訓練および研修コース実施にあたり適切ですか。 適切でない ほぼ適切(4) 適切(2)

1.5.3 資機材の調達時期は、C/P訓練および研修コース実施にあたり適切でしたか。
適切でない
(1)

ほぼ適切(1) 適切(4)

1.5.4 調達された資機材は、研修コースの目的に適合していますか。
適合していな
い

ほぼ適合(3)
十分に適合
(3)

1.5.5 調達された資機材は、現場の実態に適合していますか。
適合していな
い

ほぼ適合（4)
十分に適合
(1)

わからない
(1)

【CA】すべての供与機材が着目されている。【
には研修意義の薄い機材。南部用の機材を何
問を感じる。　【配電】EVNの強いニーズ実態に
態には必ずしも適合していない。

1.5.6 調達された資機材は、C/Pによって十分に活用されていますか。 不十分(1) ほぼ十分(3) 十分(1)
わからない
(1)

訓練用資機材の活用方法について、今後２年
転シミュレータに関しては、2004年度に使用方
【水力】のみ「十分」と回答。　【送電】資機材の
聘時に、C/Pに対して使用法、保管法、試験法
おり、現場技術者を呼んでのワークショップ時
施している。

1.5.7 調達された資機材は、C/Pによって十分に整備されていますか。 不十分(2) ほぼ十分(3) 十分(1) わからない
自ら整備する意識を醸成中。　【火力】のみ「十
チャーで議事録を作成。理解の徹底を図った

1.5.8
養成されたコア・インストラクターは、今後単独で資機材を訓練に活用できる見込みで
すか。

不可能(2) ほぼ可能(1) 可能(3) わからない
【火力】現場技術者の協力なしでは「不可能」
不可能。バケットトラック等の自動車運転は、

1.5.9
プロジェクト終了後、ベトナム側で自力で資機材の維持管理を行っていけると思われ
ますか。

不可能 ほぼ可能 可能(4)
わからない
(2)

ただし、EPCの中にしっかりした維持管理責任
欠。　【変電】故障時の対処方法を確立してお

大質問 1 2 3

低い
一定のニー
ズあり(1)

高い(5)

不適切 ほぼ適切(5) 適切(1)

不適切 ほぼ適切(4) 適切(2)

2. 妥当性（Relevance)
小質問 理由・コメント

2.1
計画の妥当性 2.1.1　電力５分野の現場において、運転保守指導者の再訓練にかかるニーズは高いです

か。

国営企業改革が進む中、経営上、EVN社員の生産性をあげ
ている。【送電】ワークショップのアンケート結果又は技術者
での意見等よりニーズの高さ感じる。

2.1.2 本プロジェクトでEPCに対して協力を行ったことは適切だと思われますか。

EPCは、我々のプロジェクトを実施するための拠点に過ぎな
の直接支援ということも考えられたかもしれない。／ＰＪ発足
なかったが、将来の受け皿として訓練センター構想が無い現
ので止むを得ないのかもしれない。

2.1.3 現場指導者を訓練するためのコア・インストラクタを養成する、という本プロジェクトのア
プローチは、「現場の運転保守技術向上」という上位目標に照らし適切ですか。

OJTおよび自己啓発との組合せにより，技術レベルの底上
の養成とコア・インストラクタによるOff-JTの仕組みづくりに
築が不可欠。【配電】現場の特定の会社をパイロットとして位
ら実施した方が，全国的展開もＥＶＮの強い指導力（があれ
きたかもしれない。

【CA】火力シミュレータを活用したトレーニングはEPCでしか
後、効果的なコース開講を立案することが不可欠となる。ま
ケットトラックも１台であり、工法適用のニーズが高まる中、
スを開講していくか検討することが不可欠である。　【火力】
ミュレータ機材を導入すること自体ズレている。今後要検討

トレーニングコース開始に先立ち、大方の資機材が調達され

研修コースの内容にあわせて機材を選定した。ただし、一例
した安全靴は、日本仕様と比較すると安全靴とは言いがた
欠である。

1.5　教育訓練資機材の活用（成果
５）

ただし、現場ベテラン技術者の協力が不可欠。したがって、
への指導・助言、また、人脈構築のため現場ベテラン技術者
間の短さから言って，コースを一通り実施するだけで精一杯
グワーキンググループを利用しながら、コア・インストラクタが
を実施していきたいと考える。



質問 大質問 小質問 1 2 3 0 理由・コメント

不適切 ほぼ適切 適切 わからない

3.1.1  長期専門家 a. 　人数は適切でしたか？ (1） (1) (3) (1)
電力設備個別の「運転・保守」に関しては、ベトナム電力設備の現状・至近計
画を踏まえると適切。【火力】保守と運転で最低1名ずつ必要。

b.　派遣のタイミングは適切でしたか？ (1） (3) （2)
新規電源開発が急激に進む中、運転・保守技術の向上が重要・不可欠と認識
された点で、タイミングは適切であったと思う。

c.　派遣分野は適切でしたか？ (2) (3) （1)
【配電】電力開発は発展につれ，電源（発電所建設），送電線，変電設備の順
にシフトしていき，後半でお客さまに近い配電への設備投資のウェイトが高
まってくる。この点，時期がやや早い感じがしてならない。

3.1.2  短期専門家 a. 　人数は適切でしたか？ （1） (3) （2）
今後２年間の短期専門家派遣を計画どおり実施することが、トレーニングコー
スを計画通り実施するためには不可欠。【配電】工法は，本来チームで実施す
るものであるが，２名（長専が補助）でしか実施できなかった。

b.　派遣のタイミングは適切でしたか？ (5) (1)
同　上　【配電】１年遅れ。【火力】運転シミュレータや電気設備など遅いものも
ある。

c.　派遣分野は適切でしたか？ (2) (3) （1） 同　上

3.1.3 C/P研修 a. 　人数は適切でしたか？ (4) (2) 今後はベトナムでの現場研修と効果的に組み合わせながら実施する。

b.　受入のタイミングは適切でしたか？ (4) (2)
最初に派遣されたC/Pがチームリーダーとなりキーカリキュラム開発等を
進めてきた。

c.　研修分野は適切でしたか？ (3) (3)
日本の運転・保守技術及びそのトレーニング、人材育成をテーマとした
研修である。

3.1.4  ローカルコスト a. 支出の金額は適切でしたか？ CA意見 ベトナムサイドとの明確な費用分担に基づいている。

b. 支出のタイミングは適切でしたか？ CA意見 業務推進に支障を与えていない。

3.2.1 施設・設備の配備
a.　プロジェクト実施のための施設環境は良好です
か？

(3) (3) EPCの全面的な協力を得てスペース・施設等を提供していただいている。

3.2.2 サポーティングスタッフ
a. 秘書、通訳、運転手などの配置状況は適切です
か？

(3) (3)
通訳は必要時のみ契約（プロジェクトが雇用した秘書が、日々の課題につい
て、必要に応じ通訳（英越／越英）している）。

3.2.3 プロジェクト運営費 a. 支出金額は適切でしたか？ CA意見
ただし、今後は、総予算管理を取り入れるべき。また、費用対効果を十分評価
すべき。

b. 資金放出のタイミングは適切でしたか？ CA意見 業務推進に支障を与えていない。

3.3.1 合同調整委員会(JCC) ＪＣＣはプロジェクトの円滑な実施に役立っています
か？

役立っていない
ほぼ役立って
いる(1)

十分役立って
いる(3)

わからない(2)
だだし、コンダクターの意欲にかかっている。昨年度のMr.Son(Vice
President) はエネルギッシュであった。

どのような点が役立ちましたか？役立たない場合、
何が理由ですか？

3.3.2 プロジェクト運営委員会
委員会はプロジェクトの円滑な実施に役立っています
か？

役立っていない
ほぼ役立って
いる

十分役立って
いる

わからない (運営委員会はなし）

（運営委員会がある場合にお答
えください。）

どのような点が役立ちましたか？役立たない場合、
何が理由ですか？

3.3.3 日本側の支援体制の支援状
況

a. JICA事務所 不十分 ほぼ十分(1) 十分(5)

b. JICA本部 不十分 ほぼ十分(3) 十分(1)

c. 国内委員会 不十分 ほぼ十分(4) 十分

ベトナムでは「JCCの結論」という紋所が効果を発揮する。

(運営委員会はなし）

3.3.
プロジェクト運
営管理体制

3. 効率性　（Efficiency)

3.1
日本側の投入
（資機材のぞ
く）

3.2
ベトナム側の
投入　（C/Pの
ぞく）

ベトナムの実情を十分に理解されており、的確なコメント等がいただける。業務実施にあたって
は、連絡を密にしながら、都度相談しながら業務を進めている。強力に支援いただいている。

ただし、現場であるベトナム事務所との情報連絡度合い、現場への権限委譲度合いによる。
（「わからない」との回答が２名。理由は本PJへの関わり・ポリシーが不明なこと）

どちらかと言えば，出身母体の会社の支援を仰ぐことが多い。国内委員会は、支援業務のより
一層の効率性を指向することが不可欠。例えば５技術分野に共通する事項の支援（QC手法
等、既に依頼済み）、プロジェクトテーマに関連する東南アジア各国情報をサーチし提供する
支援等。（「わからない」との回答が２名。理由は同上。）

ー＞3.2.3 ｂまで同様のグレード別けです



大質問 小質問 1 2 3 0 理由・コメント

4.1 プロジェクト目標の達成
度　（＝有効性）

4.1.1

PDMによると、成果１～５が達成された結果、「EPCが、電力5技
術分野の運転・保守に関する技術指導に知見を持った現場技術
者を、持続的に養成できるようになる 」というプロジェクト目標が達
成される計画となっています。プロジェクト終了時の同目標の達成
の見込みをどう判断されますか。

達成される
見込みは低
い(1）

ほぼ達成さ
れる(5)

十分に達
成される

わからない

ただし、在外基礎調査チームと協働してEVNの人材育成ポリシーとそれに基づく人材育成

システムを提案し、EVN自らが最適とする案を採択・定着させることが不可欠である。プロ

ジェクトとしては、EPCとEVN関係会社とを連携した社員教育システムを確立する。【配電】
現時点では，配電に関する限り，ＥＶＮのポリシーがよく見えていない。

4.1.2 プロジェクト目標達成を阻害していることは何ですか。

4.1.3

プロジェクト目標達成のために、成果１～５（カリキュラム作成、教
材作成、C/P訓練、研修実施、資機材活用）以外に達成されるべ
き事柄は何でしょうか。
（例：継続的な訓練計画の策定とその実施体制の整備、コア・イン
ストラクタの増員計画の策定、関連機関とのネットワークの構築）

4.1.4

「技術指導に知見を持った現場技術者が養成できた 」ことを確認
するために、研修受講者の研修内容の習得度や現場での行動変
化（研修内容の活用度）をみる必要があると考えます。そのために
は、どのような方法が有効かつ実施可能と考えられますか。
（例：理解度テスト、認定資格付与、職場のフォローアップ調査）

4.2 　プラスのインパクト 4.2.1
プロジェクト実施により、どのようなプラスのインパクト が既に認め
られますか。

4.3　マイナスのインパクト 4.3.1
プロジェクト実施による想定されなかったマイナスのインパクト は
ありますか？

4.4　長期的なインパクト 4.4.1
プロジェクトで開発された研修プログラムが継続実施されることで、
国全体の電力技術者の運転保守能力が向上すると思いますか。

思わない
ほぼそう思
う(2)

大変そう思
う(4)

わからない

ただし、「運転・保守能力の向上は一朝一夕にはいかないので継続的な取り組みは不可欠」
との経営層の認識のもと、経営層の強力なリーダーシップが不可欠である。【変電】会社間
の技術情報量較差の縮小が図られる。【送電】今回開発された研修プログラムが実施され、
それらを多くの技術者が学ぶことにより、国際レベルでの技術的な話ができるための基礎が
できあがると考える。

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

5.1.1

ベトナム政府は、本プロジェクトで開発された研修プログラムの実
施を引き続き支援していくと思われますか。

思わない
ほぼそう思
う(5)

大変そう思
う

わからない
(1）

MOIの関係者は、当プロジェクトの重要性を十分認識している。／EVN HQがプロジェクトに
対して積極的に動き初めており、このプロジェクトの意義を深く認識しだしているので、ベトナ
ム政府に対しても支援を継続的に求めていくものと思われる。

5.1.2

EPCは自立発展的に、本プロジェクトで開発された研修プログラム
を実施していくと思われますか。

思わない
ほぼそう思
う(5)

大変そう思
う

わからない
(1)

ただし、EPCとEVNを連携した社員教育システム及びコア・インストラクタの３つの役割（ト
レーニングコースの計画、講義の実施、教材・資機材等の管理。特に重要なのは「計画」）の
確立が不可欠。／EPCとプロジェクトは連携しながら業務を進めており、いい関係にある。Ｅ
ＰＣ校長でもある、プロジェクト・マネージャーが、開発された研修プログラムをEPCの中で実
施していくことを考えており、自立発展的に実施されていくと思う。

5.1.3

本プロジェクトで開発された研修は、今後EPC以外の組織にも導
入されると思われますか？それはどの組織ですか。 思わない

ほぼそう思
う(4)

大変そう思
う(1)

わからない
(1)

＜導入される他の組織＞
プロジェクトとして、EES2、EES3、ETSでのOff-JT、EVN関係会社でのOJTとして展開してい
きたい。

【送電】送電部門においては、何度か全国技術者を集めてのワークショップを実施しており、その中で今までほとんどなされなかった、電力会社の
技術者間の情報交換がなされ、また、参加者間では、連絡先を交換したり、自主的に名簿を作成したりして、彼らのネットワーク作りをしようとす
るような動きが生まれた。

EPCとEVNを連携した社員教育システム及びコア・インストラクターの３つの役割（トレーニングコースの計画、講義の実施、教材・資機材等の管
理。特に重要なのは「計画」）の確立（「以外」と言う意味合いではなく、５つの成果を活かすベース）。／現場との技術・人的交流、トレーニングプ
ログラムの管理手法。

EVNに明確な人材育成ポリシーがないこと。在外基礎調査チームに対し、ポリシーを提案してほしいとの要望がでている。
【火力】C/Pのスキルや実務経験の低さ、に起因する適切なレベルのマンパワー不足

「職場のフォローアップ調査」「理解度テスト」が多数（特に、フォローアップ調査の観点は、「いかに現場（職場）OJTが活性化されたか」）。その
他、検定・認定制度、面接、論文レポート作成、現場における所属長による項目をきめた定期的評価。【配電】実際に現場に新規工法等の導入
がなされれば，現場技術者の行動を見れば一目瞭然。

今のところ、特になし。

5.　自立発展性（ Sustainability）　－プロジェクトが終了後（ 2006年４月以降）の見込み

4. 有効性（Effectiveness)・インパクト（ Impact）

5.1 政策的支援の継続、組
織運営能力



大質問 小質問 1 2 3 0 理由・コメント

5.2 財政的自立発展性 5.2.1

本プロジェクトで開発された研修プログラムを継続的に実施してい
くための財源はベトナム側で確保されると思われますか。 思わない

ほぼそう思
う(5)

大変そう思
う

わからない
(1)

ただし、「運転・保守能力の向上は一朝一夕にはいかないので継続的な取り組みは不可欠」
との経営層の認識のもと、経営層の強力なリーダーシップが不可欠である。

5.3.1

養成されたC/Pは、今後コア・インストラクタとして継続的に研修プ
ログラムを実施していくと思われますか。

思わない
ほぼそう思
う(5)

大変そう思
う

わからない
(1)

【配電】プロジェクト終了後，EPCは給料が安いため派遣元の会社に戻りたいと言うC/Pもお
り，明確なポリーシーに基づく強力なEVNの指導（教育の時だけでも会社からEPCへ派遣す
るなど），圧力がなければ会社も本人も実施していかないと思われる。ポリシーと行動が伴
えば可能とも思える。

5.3.2
養成されたC/P以外にも、今後コア・インストラクタが養成され続け
ると思われますか。 思わない

ほぼそう思
う(5)

大変そう思
う

わからない
(1)

同　上

5.4.1
自立発展性を阻害する要因
は何だと思いますか？

＊
＊
＊
＊

5.4.2
自立発展性を促進するため
に、どのような対処がなされる
べきだと思いますか？

＊
＊

＊

＊
＊

＊

＊

「生産性向上」という指標を織り込んだ経営の実施
トップ組織のリーダーシップが最も効果的と思う。ＥＮＨＨＱの自主性を如何に発揮させるのか？が鍵と思う。例えば、C/PのレクチャーをＥＶＮＨＱが運営する、ＥＶＮＨＱ所属のメンバーが定期的にＰＪへやってきて
情報・意見交換する、など。
１．プロジェクトのEVN内恒常組織化。　２．組織としての統一した考え方に基づく，個々人の議論ができる人の養成。（日本での特別集合研修）　３．分野によっては一旦，援助を凍結（日本の電力会社に併せて，
専門分野をプロジェクト内に一様に揃えているが，発展過程の重要度に併せて，特定の分野に集中する。プロジェクトの最大成果を出すためには，一点分野集中方式がベター。）
経営層が辛抱強く，長期的な観点から研修プログラムの評価を行う。
ベトナムの電力全体、水力発電部門全体の現場技術者への集合研修による教育に対する考え方が変化すること。基本的な道筋、考え方を示した後はベトナムサイドでよく考えるべき内容と思う。最も重要なの
は、教材や指導法以上に、考え方と思われる。その意味では日本の電力会社でも今でも常に社員教育の在り方は考えられており、状況の変化や会社の方針に応じて見直されている。
在外基礎調査の結果を受けて、ＥＶＮが、電力セクターにおける技術者教育の枠組みを固め、EPCを中心とする技術者教育の仕組みを作り、その仕組みの中で、コア・インストラクタが本プロジェクトで開発された
研修プログラムをアップデートしながら運営していくというストーリーで自立発展がなされていく。
ベトナムにおいては、発展を望んでおり、また、我々の活動を理解し、必要性を感じてくれれば、とても大きな協力が得られるし、また、自らも努力して行こうと感じてくれる。こちらは、援助する立場ではあるが、
我々の活動の有効性、必要性をある意味、ＰＲしていく責任もあるのであろう。相手の理解が得られにくい場合、それが直に阻害要因というのではなく、少しづつ話し合いにより相互に理解を深めていくとともに、
我々活動の有効性と必要性についてプロジェクトの活動を通じて、地道に積み上げてベトナムいおける自立発展性を引き出していくことが重要である。

経営層の認識
自主性、主体性などが期待し難い背景には共産主義国特有の国民性があるのかもしれない。加えて資本主義では常識であるようなビジネススキルを習得する機会が無いのでは？
EＶＮと配電会社の経営層の認識。公式表明はりっぱだが，具体的行動が伴っていない。
経営層の近視眼的な評価。

5.4 自立発展性の阻害・促進要因

5.3 技術的自立発展性　(移
転した技術の定着度）
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７．PDM‐0 から PDM‐1 への変更点 

 

レベル PDM-0 PDM-1 変更理由 

欄外 
ターゲット・グ
ループ 

EVN のフィールドエンジニア
（EES1） 
 

EVN の現場技術者 受講対象者は、旧 EES1 管轄の北
部地域のみならず、ベトナム全土
の現場技術者であるため。 

コア・インスト
ラクタの定義 

－ 本プロジェクトで開発される
Off-JT 研修を継続的に実施・計画す
る EVN および EPC 職員 

関係者間の認識統一のため、定義
づけ。 

プロジェクト要約 
上位目標 近代的な運転保守技術に知見

を有する電力技術者がベトナ
ムにおいて養成される。 
 

1. 本プロジェクトで開発された
研修コースの実施が拡大・発展
する。 

 
2． 現場技術者の近代的な運転保

守にかかる能力が向上する。 
 

「研修の拡大」および「ターゲッ
ト・グループへの長期的効果」と
いう２方向の目標を設定。 

プロジェクト 
目標 

EES１が、電力５技術分野（火
力発電、配電、変電、水力発
電、送電）の運転・保守に関
する技術指導に知見を持った
現場技術者を、持続的に養成
できるようになる。 

EPC が、電力５技術分野（火力発
電、配電、変電、水力発電、送電）
の運転・保守に係る体系的な知見を
もった現場技術者を、持続的に養成
できるようになる。 

プロジェクト開始当初は、「現場
の技術指導者を受講対象者とし、
その指導者が更に現場で一般技
術者に指導する」というアプロー
チを想定していたが、技術レベル
の底上げを図るべく、対象者を指
導者に限定しないこととなった
ため。（また、組織名変更にとも
ない、EES1 を EPC に変更。） 
 

成果３ 電力 5 技術分野の運転・保守
の指導ができるカウンターパ
ート（コア・インストラクタ）
が養成される。 
 

電力 5 技術分野の運転保守の指導
ができるコア・インストラクタが養
成される。 

カウンターパートを削除。（カウ
ンターパートが「コア・インスト
ラクタ」として養成される。） 

成果４ カウンターパート（コア・イ
ンストラクタ）によって、教
員や現場技術者を対象として
電力技術者を養成するための
指導者養成の研修プログラム
が実施される。 

コア・インストラクタによって、運
転保守に関する体系的な Off-JT 研
修コースが実施される。 
 

「プロジェクト目標」変更理由と
同様。また、Off-JT 研修であるこ
とを強調。 

成果６ － 成果１～５の継続を指向した研修
実施体制が構築される。 
 

「プロジェクト目標」にある「持
続性」を確保すべく、PDM-0 の「外
部条件 f.」を内部化。 

活動 0.2 コア・インストラクタとサポ
ーティング・スタッフをプロ
ジェクトに配置する。 

資格要件を満たすカウンターパー
トとサポーティング・スタッフをプ
ロジェクトに配置する。 

PDM-0 の「外部条件 h.」を内部
化。（実施機関がコントロールす
べき事項であるため。） 

活動 2.3 日本からの派遣専門家が提供
した知識を、ベトナムの文化
的コンテクストに適合させ、
議論して向上させるための打
ち合わせ会議が、ベトナム側
の自主的な取り組みとして定
期的に開催する。 

日本からの派遣専門家が提供した
知識を、ベトナムの文化的コンテク
ストに適合させ、議論して向上させ
るための打ち合わせを、ワークショ
ップやスタンディング・ワーキン
グ・グループを通じて定期的に開催
する。 
 

既に実施されている活動を加味。

活動 3.4
（PDM-1） 

（3.3 と 3.4 の間に挿入） 関係会社での OJT を実施する。 既に実施されている活動を追加。

活動 4.1 電力５技術分野の近代的な運
転・保守のための教育訓練を、
日本人派遣専門家の支援によ
り実施する。 

電力５技術分野の近代的な運転・保
守のための教育訓練を、日本人専門
家の支援と経験を有する現場技術
者の参加を得て実施する。 
 

ベテラン現場技術者にも 55 コー
スの研修に参加してもらい、コメ
ント等の協力を得てコース内容
を改善予定。 

活動 4.2 － 研修コースを評価する。 PDCA Cycle に基づく活動の追
加。 

活動 4.3 － 研修コースを改善する。 同上 
活動 6 － 未定 2004 年 7 月末までに決定予定。
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レベル PDM-0 PDM-1 変更理由 

「指標」（「指標データ入手手段」は省略） 
スーパーゴール
の指標 

（設定なし） （発電所事故率の減少、送配電ロス
率減少、運転保守にかかるコスト削
減など、様々なものが考えられる）

「スーパーゴール」は「将来の方
向性」であるため厳密に指標設定
する必要はないが、参考として記
載。 

上位目標の指標 EES１において電力５技術分
野（火力、配電、変電、水力、
送電）の運転・保守技術に関
する教育訓練を受けたEVNの
様々な部署に所属する現場技
術者の数が増加する。 
 

1.1 研修を受講済みの現場技術
者の数が増加する。 

1.2 研修コースが EPC 以外の機
関（EES２、EES３、その他）
に導入される。 

1.3 コース内容が追加・改善され
る 

 
2 現場技術者の運転保守にかか

る知識・技術・心構えの向上

 

変更された「上位目標」の各々に
ついて、具体的な指標を設定。 

プロジェクト 
目標の指標 

1. 5 年間のプロジェクト期間
終了時に、EES１の全ての
コア・インストラクタが近
代的な電力５技術分野に
関する運転・保守技術の指
導能力を修得する。 

 
2. カリキュラムに基づく教

材（ベトナム語）が EES
１において作成され、それ
を用いた教育訓練がコ
ア・インストラクタによっ
て行われる。 

習得内容の現場での活用度（受講後
数ヵ月後の状態） 
 
 
備考： 
理解度テストや認定資格付与とい
った、「習得レベル」を示す指標も
検討したが、実施可能性および重要
性の観点から、「活用度」を指標と
した。 
 

PDM-0 の指標は「成果２～４」の
指標と同様であったため、ターゲ
ット・グループ（研修受講者）の
プラスの変化を表す指標とした。
なお、「指標データ入手手段」は、
研修コース受講者（プロジェクト
期間中）へのフォローアップ調
査。 
 
 

成果 0 の指標 JICA がチーフアドバイザーを
含む長期派遣家チームを、ま
た EVN が EES１にコア・イン
ストラクタを配属した後プロ
ジェクト実施体制が確立さ
れ、勤務を始める。 
 

0.1 カウンターパートと日本人専
門家の配置状況 

0.2 カウンターパートの能力や経
験 

0.3 プロジェクトの実施体制 
 

PDM-0 の指標は「活動」または「プ
ロジェクト要約」に近く、「指標」
としては不明確。PDM-1 では、よ
り具体的で明確な指標を設定。 

成果１の指標 教育訓練カリキュラムが開発
され、校閲とベトナム語への
翻訳のために、コア・インス
トラクタに引き渡される。 

1.1 開発された研修コースの数
と内容 

1.2 開発された研修コースがベ
トナムのニーズ（運転保守の
実情・将来図）に適合する度
合い 

 

同上 

成果２の指標 上記カリキュラムにもとづく
ベトナム語教材が EES１所在
のプロジェクトによって開発
される。 

2.1 開発されたベトナム語の教
材の数と内容 

2.2 開発されたベトナム語の教
材がベトナムのニーズ（運転
保守の実情・将来図）に適合
する度合い 

 

同上 

成果３の指標 電力５技術分野の運転と保守
の教育訓練とカリキュラムの
指導ができる全てのコア・イ
ンストラクタが EES１におい
て教育訓練を受ける。 

3.1 養成された全てのコア・イン
ストラクタが、開発された研
修コース（ベトナム語を使
用）を単独で実施できる。 

 
3.2 養成された全てのコア・イン

ストラクタが、研修コースを
評価し、改善できる。 

 

同上 

成果４の指標 全てのコア・インストラクタ
が、ベトナム語を使用して
EVN の技術者に対して指導者
養成の研修プログラムを単独
で行うことができる。 

4.1 プロジェクト期間中の研修
受講者数（目標約 500 名） 

4.2 プロジェクト期間中の研修
実施回数（目標 55 回） 

4.3 研修受講者の研修に対する
満足度  

研修コース実施にかかる指標に
限定。（PDM-0 の指標は、PDM-1
の指標に移動） 
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レベル PDM-0 PDM-1 変更理由 

成果５の指標 5.1 訓練施設・機器の稼働率
が増える。 

5.2 全てのコア・インストラ
クタが提供された教育
訓練資機材を用いて教
育訓練を実施すること
ができる。 

5. 全てのコア・インストラクタ
が提供された教育訓練資機
材を用いて研修コースを実
施できる。 

PDM-0 の指標 5.1（稼働率）は、
データ入手が困難であるため削
除。 

成果６の指標 － 未定 
 

2004 年 7 月末までに決定予定。

「外部条件」と「前提条件」 
「上位目標」か
ら「スーパーゴ
ール」に至る「外
部条件」 

a. EVN が全ての部署にお
いて、近代的な運転保守
のための資機材の更新
を継続する。 

a. 近代的な運転保守のために、
資機材が更新され続ける。 

EVN 分割を踏まえ、「EVN」とい
う主語を削除。 

b. EVN の人材育成計画に
おける EES１の役割に
変化がないこと。 

 

b. EVN 本部とコア・インストラ
クタは関係会社と連携し電
力セクターの現場技術者を
養成し続ける。 

プロジェクト終了後のあるべき
継続体制を踏まえ、より具体化。

d. 教育訓練を受講したＥ
ＶＮの教員がカリキュ
ラム、教授法の変更や向
上を図ることに対して、
ＥＶＮが指示・支援をす
る。 

c. EVN 本部はコア・インスト
ラクタと共に、関係会社の協
力を得てカリキュラムや教
材の向上を図っていく。 

 

同上（PDM-0 のレベルより一段上
に移動） 

－ d.  EVN 本部は上記に応じ、新
規コア・インストラクタを養
成する 

 

プロジェクト終了後のあるべき
継続体制を踏まえ追加。 

「プロジェクト
目標」から「上
位目標」に至る
「外部条件」 

c. コア・インストラクタと
教員から教育訓練を受
講した EVN の職員が、
現場の技術者に対して
OJT を通じて指導をす
る役割を果たす。 

 

e. 研修コースを受講した現場
技術者は、その成果を職場の
OJT に取り込んでいく。 

受講対象者を現場指導者に限定
しないため。 

e. 教育訓練を受講したコ
ア・インストラクタや教
員が EES１に勤務し続
ける。 

f. 養成されたコア・インストラ
クタが、EPC に勤務し続け
る。 

 

組織名変更にともない、EES1 を
EPC に変更。 

f. 新しい教育訓練カリキ
ュラムと教材を使った
教育訓練プログラムが、
人事政策として制度化
される。 

削除 本来、実施機関がプロジェクト期
間中に達成すべき「成果」である
ため、「成果６」としてプロジェ
クトに内部化。 

g. 教員の教育能力が客観
的（定量的または定性
的）データに基づいて評
価されること。 

 

削除 プロジェクト内部で実施すべき
事項であるため。 

h. 資格要件を満たすコ
ア・インストラクタが
EES１に配属される。 

 

削除 活動 0.2 に内部化。 

「成果」から「プ
ロ ジェ ク ト目
標」に至る「外
部条件」 

i. 日本の適切な支援組織
が研修生を受け入れる。

 

削除 カウンターパート研修はスムー
ズに実施されており、左記を「外
部条件」とする必要はないため。

j. ベトナムにおける政
治・経済情勢が現状の水
準の安定度を保つ。 

 

削除 長期的な政情・政策に係る事項で
あり、「前提条件」としては不適
切。 

前提条件 
 

k. EVN が電力システムの
近代化を推進する。 

削除 同上 
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８．各調査項目に対する調査結果要約 

 

調査項目 調査結果 

0．「実施プロセス」および「プロジェクト実績」 

0-1  活動の進捗状況 ① 進捗状況：当初 PO どおりであるが、教材開発が半ばのため、今後２年間のス

ケジュールはタイト。（55 コースの実施と教材開発を並行して行う。） 

② モニタリング状況：これまで PDM に沿った「分野ごとの年次スケジュール」を基

に進捗管理していたが、今後２年間は「研修コース（全 55）ごとの詳細実施計

画」に基づき、進捗管理を強化する。 

 

0-2  実施上の課題とこれ

までの取り組み 
【課題】 

① C/P の人材不足（現場経験不足と数不足） 

② EVN の人材育成政策の欠如（⇒本プロジェクトで開発された研修コースの継

続実施体制の欠如） 

 

【これまでの取り組み】 

① 現場との連携強化：C/P の現場研修、現場ベテラン技術者の参加を得たワー

クショップ実施、現場ベテラン技術者の期間限定派遣（火力分野で３ヶ月間）、

今後の研修コース受講対象者にベテラン技術者を含める（彼らからコメントを

得て、コース内容を改善予定） 

② JICA 在外基礎調査を通じて、EVN 分割化にともなう「人材育成計画案」を策

定。 

0-3  実施体制と関係部署

間の連携状況 
プロジェクト･サイトはEPCであるが、EVN本部（人事訓練局および設備主管部門）

と EVN 関係会社（現場）との密接な連携がプロジェクト成功に不可欠。プロジェクト

側の地道かつ積極的な働きかけにより、連携が強化されつつある。 

 

0-4  C/P の業務遂行状況 ① C/Pの数や能力の適切性：現場経験および講師経験不足により、能力不十分

な C/P が多い。火力・送電分野では数も不足。 

② コミュニケーション：英語研修履修により、英語力はほぼ十分。専門家とのコミ

ュニケーションも、C/P16 名中 11 名が十分と回答（残り 5 名は、「英語」を不十

分の理由としている。） 

③ 積極性：専門家の質問票回答によると、C/P の業務に対する姿勢は総じて

「真摯」。 

0-5  相手国実施機関の主

体性 
① EVN と EPC の主体性：2004 年 4 月 8～9 日開催のワークショップを契機に、

EVN 本部のオーナーシップの高まりがみられる。EPC 校長（プロジェクト・マネ

ージャー）については、今後の更なる主体性向上が期待される。 

② 過去２回の運営指導調査提言への対応状況：総じてほぼ十分であるものの、

「パートタイム C/P のスムーズな配置」や、「プロジェクト終了後の実施計画

（例：コア・インストラクタの活用計画）」については引き続き今後の課題。 

 

0-6 投入実績 【ベトナム側】 

① 人員：C/P20 名（うち、フルタイム 14 名、パートタイム 6 名）、プロジェクト・マネ

ージャー（EPC 校長）、プロジェクト調整員１名、秘書１名 

② 経費：R/D の費用負担に基づき滞りなく支出 

（2004 年３月時点累計：3,104 百万ドン） 

③ 施設：EPC 内部に良好な業務環境を供与 
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【日本側】 

① 長期専門家：前半・後半で延べ 14 名 

（チーフアドバイザー１名、業務調整員１名、各技術分野１名×５分野） 

② 短期専門家：これまで延べ 17 名を派遣。 

③ 研修員受け入れ：これまで計 12 名 

④ 資機材供与：計 2.2 億円分を調達済み。 

（各技術分野の講義に用いるシミュレーターやソフトウェア、実技訓練に用い

る装置・車両・機械工具、その他書籍） 

 

0-7  活動実績 本文(3-3-2)参照 

 

0-8 各成果の達成状況 

（一部、見込み） 
成果 0：実施体制の確立 

C/P の数と現場経験の不足から、実施体制は業務遂行に十分とはいえな

い。 

成果１：カリキュラムの開発 

全55コースの研修が開発され、大枠において、それらのニーズがベトナム

側に認められた。 

成果２：教材の開発 

開発された研修コースの約半数（24／55）に対して、ベトナム語教材が作

成済みである。教材内容については、残りのプロジェクト期間を通じて、改

善（ベトナムの実情に適合）し続ける必要がある。 

成果３：C/P のコア・インストラクタとしての養成 

C/P の能力はここ３年で向上が認められるものの、「現場経験を有する

C/P の追加」や「C/P のティーチングスキルおよび研修計画能力の向上」

が「成果３」の達成に不可欠である。 

成果４：研修コースの実施 

55 コースがあと２年間で１回ずつ実施される予定であり、その１コース目

が現場ベテラン技術者の参加を得て 4 月 19 日に開講した。コース実施に

は、今後とも現場技術者の協力が不可欠である。 

成果５：調達資機材の活用 

ほぼ全ての資機材が調達され、C/P による活用が開始されている。 

 

0-9 プロジェクト目標達成

度（見込み） 
「プロジェクト目標」＝EPC が電力５技術分野の運転･保守に係る体系的な知見を

もった現場技術者を、持続的に養成できるようになる。 

 

現時点では、２年後の「プロジェクト目標」達成は必ずしも楽観視できないが、今

後、「C/P の追加やベテラン技術者の協力」により各「成果１～５」を達成し、更に

「継続実施体制を構築（成果６）」することにより、達成される見込みである。 

 

0-10 上 位 目 標 の 達 成 度

（見込み） 
プロジェクトは「上位目標」を指向する形で進められている。 

 

① 開発された研修の拡大・発展の見込み： 

本プロジェクトは、55 コースの初回研修結果を踏まえて教材を改善する、他の

訓練校（EES2、EES3）の教員を 55 コースの受講者に含めるといった、研修終

了後の展開を目指したアプローチを取っている。 

② 現場技術者の運転保守能力向上の見込み： 

本プロジェクトのそもそもの狙い。本 Off-JT 研修の受講者が、その習得内容

を職場の OJT に取り込むことで、達成が見込まれる。 
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1．妥当性 

本プロジェクトの「妥当性」は、「必要性」の観点からは高い。ただし、プロジェクト当初の計画

やアプローチには課題が多い。 

1-1  ベトナムの電力セクタ

ーにおける本プロジェ

クトの必要性 

① 電力セクター開発における現場技術者育成政策との適合性： 

EVN による長期的な人材育成政策は現在準備中であるが、ベトナムの新規

電源開発が急速に進む中、電力施設の運転保守技術の向上は急務。 

② ターゲット・グループ（研修受講者）のニーズとの適合性： 

現場技術者が運転保守のメカニズムを理解し、より体系的に日常業務が行う

上で、本プロジェクトが開発する Off-JT 研修は必要。（現場技術者、

EVN/EPC マネージャー、C/P とも必要性を認識。） 

 

1-2 日本の開発援助政策

との適合性 

電力セクターへの協力は「対ベトナム国別援助計画」の重点分野の一つ。 

1-3  プロジェクトの計画内

容やアプローチの適

切性 

プロジェクトの当初計画は、①現場経験豊富な人材を取り込む仕組みの欠如、②

長期的な人材育成計画・体制の欠如といった点で、課題が多かった。しかし、その

後のプロジェクトによる様々な取り組みは高く評価できる。 

 

2．有効性 

「プロジェクト目標」達成の見込みは、現時点では必ずしも楽観視できない。しかし、「現場経

験のある C/P の追加」および「現場との連携強化」を通じて、まずは「成果」の達成度を高め

ることで、プロジェクトの「有効性」の向上が見込まれる。 

2-1 プロジェクト目標の達

成度合い 

上記 0-9 に既述。 

2-2  阻害・促進要因、成

果・外部条件との因

果関係 

① 阻害要因：C/P の人材不足、プロジェクト継続実施体制の未整備 

② 促進要因：現場経験のある C/P の追加、現場とのよりスムーズな人事交流

（ベテラン技術者の派遣協力、協力取り付けに係るインセンティブ確保）、C/P

のティーチング・スキルおよび研修計画／管理能力の向上、継続実施体制の

構築 

③ 成果・外部条件との因果関係：「プロジェクト目標」を達成するには、「成果１～

５」の達成のみならず、「成果６＝継続実施体制の構築」を追加する必要があ

る（PDM-0 の「外部条件＝研修の制度化」を内部化）。 

 

3．効率性 

プロジェクトの「効率性」は、プロジェクトの２年目までは総じて限定的であったが、ここ１年で

大きく向上しており、今後更に高まる見込みである。 

3-1 「投入」の適正度 【ベトナム側投入】 

① 人員： 

C/P の能力・人数不足および不十分な処遇が、効率性の低下を招いている。

（近々に C/P の「責任・任務・権限・権利」を規定した新たな人事システムが設

定される予定であり、これにより、C/P の処遇の適正化、業務効率の向上が

期待される。） 
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② 経費と施設： 

適切。特にベトナム側で研修実施に必要な費用が全て賄われていることは評

価に値する。 

 

【日本側投入】 

① 専門家派遣： 

長期専門家については、プロジェクト２年目にチーフ・アドバイザーが半年不

在となるなど一時万全な体制ではなかったが、その後急ピッチで業務が推進

された。また、一部の短期専門家について、EVN 本部より、「経験不足、資料

提出遅延」が指摘された。他方、C/P の日本人専門家に対する評価は高く、

技術のみならず業務姿勢やマネジメント手法など、学ぶところが多いとしてい

る。 

② 研修員受け入れ： 

C/P・専門家ともに、カウンターパート研修の有効性を高く評価（プロジェクトへ

の意欲向上、業務実施にあたり共通認識が得られる等）。 

③ 資機材の供与： 

総じて適切。ただし、火力シミュレーターについては、今後の位置付けを注視

する必要あり。 

 

3-2 「成果」の達成度 これまでのところ、「成果」の達成度は量・質ともに道半ばであり、「投入」と「スケジ

ュール管理」強化により、今後２年間の加速が必要である。関係者のプロジェクト

への理解も深まっていることから、「効率性」の向上は十分に見込まれる。 

 

3-3 プロジェクトの支援体

制 

① JICA 事務所・本部、国内委員会の支援状況：専門家は、JICA 事務所による

プロジェクト支援を特に高く評価。 

② 合同調整委員会：専門家はその有用性を認めている。 

 

4．インパクト 

プロジェクトの活動が終了後も持続した場合、本プロジェクトのプラスのインパクト（波及効果）

は大きいと考えられる。 

4-1 上位目標の達成の見

込み 

 

上記 0-10 に既述。 

4-2  他のプラスのインパク

ト 

本プロジェクトを通じて、技術基準がばらばらである関係会社間の情報交換の場

が提供された。（特に、送電分野ではスタンディング・ワーキング・グループ設立の

契機となった。） 

4-3  マイナスのインパクト 現場から派遣されたフルタイム C/P の中に、派遣元の会社から解雇された人が

存在しており、これらの人達は収入が半減したのみならず、将来への不安も抱え

ている（間接的なマイナス・インパクト）。 
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5．自立発展性 

プロジェクトの「自立発展性」の見通しは、現時点では高いとは言えない。ただし、「コア・イン

ストラクタの能力向上」と「開発された研修コースを継続実施する体制の構築」が実現した場

合、「自立発展性」も確保される見込みである。 

5-1 組織的自立発展性 ① プロジェクトの継続実施体制： 

現時点では本プロジェクトの継続実施体制がないため、早期の確立が必要。

EPC が EVN 本部および現場といかに連携体制を構築できるかが「組織的持

続性」のカギ。また、Off-JT 研修受講を技術認定資格付与の一条件とするよ

うな制度の確立が最も望ましい。 

② 電力セクター分割化における EPC の今後の位置付け： 

分割後も EPC の「現場技術者再訓練」という役割に大きな変更はない見通し。

5-2 財政的自立発展性 ① EVN の研修予算の確保： 

プロジェクト必要経費はベトナム側（EVN）からスムーズに手当てされており、

今後の研修予算の確保の見通しは高い。また、調達資機材の維持管理費用

については、プロジェクト終了後は EPC が研修費の中から捻出するとのこと

（プロジェクト・マネージャーによる）。 

② EVN の財政支援の継続性 （特に分割後の資金出所の確認）： 

研修費用は、分割後は各会社負担となるため、それまでに研修コースの魅力

を高めておく必要がある。 

 

5-3  技術的自立発展性 ① コア・インストラクタへの技術移転度： 

コア・インストラクタが「３つの役割（研修コースの計画、講義の実施、教材・資

機材などの管理）を果たしていくための能力」を極力高めることが今後２年の

課題。特に、「プロジェクト終了後に研修内容を追加・改善していける能力」を

プロジェクト期間中に身につけることが、自立発展性に不可欠。 

② 養成されたコア・インストラクタの定着度： 

C/P のアンケート調査結果によると、「プロジェクト終了後も研修コースの講師

であり続けたい」とする人が約６割いたが、「教え続けたいが EVN の今後の方

針がないのでわからない」、「２年後のプロジェクトの達成度次第」といったコメ

ントがあった。技術の定着度を高めるためには、「継続実施体制の早期構築」

と「プロジェクトの成功」が必要。 

③ コア・インストラクタの増員養成計画： 

現時点では計画はない。（現在養成中のコア・インストラクタの配置計画もない

ため、継続実施体制の構築の中で検討予定。） 

④ 機材維持管理能力： 

維持管理技術の指導については、分野によっては実施済みであるが、故障時

の対処方法確立など今後の課題も残る。また、EPC の中にしっかりとした維持

管理責任者・体制を作ることが必要。 

 

5-4  自立発展性の阻害・

促進要因 

① 阻害要因：EVN が長期的な人材育成政策、ひいては「本プロジェクトの継続的

な実施計画・体制」を有さないこと。 

② 促進要因： 

EPC と EVN（本部・現場）の連携による社員教育システムの確立、コア・インス

トラクタの 3 つの役割（研修コースの計画、講義の実施、教材・資機材などの

管理）の確立。EVN トップのリーダーシップ。 
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